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番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 

1-8 ●第５廃棄物貯蔵棟の屋外消火栓を不要する根拠を説明

すること。 

事業変更許可申請書 P5-115 の添５チ(ﾛ)の第３表では、第５廃

棄物貯蔵棟には消火器を設置することとしており、屋外消火栓

を設置することとはしていない。 

第５廃棄物貯蔵棟を含む建築物の延床面積は、消防法施行令第

十九条より、屋外消火栓を設置必要とする床面積に該当しな

い。また屋内貯蔵所に分類される第５廃棄物貯蔵棟に設置必要

な消火設備は、危険物の規制に関する規則第三十四条より、第

四種消火設備（ABC 粉末消火器 50 型等大型消火器）並びに第五

種消火設備（小型消火器）となり、屋外消火栓（第一種消火設

備）は求められていないことから屋外消火栓は必要ない。 

資料 1-08 添付書類２ 第十一条火災等

による損傷の防止（P516） 

1-9 ●設工認の審査の進め方については、「試験研究用原子炉

施設における新規制基準への適合性審査に係る今後の進

め方」（平成２８年２月１７日原子力規制委員会）の報告

に基づき、基本的に発電用原子炉施設に係る工事計画認

可の審査及び使用前検査の進め方と同様の方針とし、発

電用原子炉施設の工事計画に係る手続きガイドを参考に

審査を進めているところで、耐震重要度分類第３類の施

設については、耐震計算書の添付まで求めていないが、建

築基準法に基づく規制の状況（建築確認・耐震評定・計画

認定の手続きの状況）については説明すること。 

資料 1-09 に建築基準法に基づく規制の状況を示す。なお、設

工認申請書添付書類の耐震重要度分類第３類に係る計算書は

削除する。 

資料 1-09 表ヘ－１－３(P20)、 

表ヘ－１－４(P21）、 

表ト－１－３(P146） 

 

1-10 ●事業許可の基本的設計方針を満たす上で、評価のイン

プットとなる設計条件は、資料ではなく、本文（仕様表、

別表）に明記すること。記載に当たっては、一覧表に纏め

るなど、整理すること。 

例：建物にかかる荷重、杭の先端深度、長さ 

設工認申請書を見直し、事業許可の基本的設計方針を満たす上

で、評価のインプットとなる設計条件を本文（仕様、別表）に

記載する。 

― 各施設の仕様表、別表 

1-11 ●地盤の設計仕様（N 値等。）を仕様表に記載すること。

第５廃棄物貯蔵棟について、床を介して基礎杭で支持し

ているのであれば、その旨を記載すること。 

設工認申請書の建物・構築物の本文仕様表に地盤の設計仕様を

記載する。第５廃棄物貯蔵棟は基礎（マットスラブ）が１階の

床を兼ねているので、基礎を介して杭に荷重を伝達する設計と

している旨を地盤の設計仕様に追記する。 

― 表ヘ－２－１ 安全機能を有

する施設の地盤（P23、P24） 

以下同じ 

表ト－５－１（P168） 

表リ－２－１（P236） 

表リ－２－２（P238） 

表リ－３－１（P241） 

1-12 ●ドラム缶の固縛方法、第１類相当の固縛を行ったとす

る評価結果を明記すること。 

熊取事業所でのドラム缶の固縛方法は、事業変更許可申請書添

付書類５（P添５別ヌ-3～4）に示すとおり、外部試験機関によ

る加振試験により実証した評価によるものである。設工認申請

書に資料 1-12 に示す評価結果を追加する。 

資料 1-12 添２参考資料２（P555） 
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番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 
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番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 

1-38 ●F3 竜巻の発生した場合に、建物（第１加工棟及び第５

廃棄物貯蔵棟）の閉じ込め機能を全て喪失する程度の損

傷があるものと想定している（LPF1 と設定）。この根拠に

ついて説明すること。（壁：損傷あり、屋根：損傷あり、

飛来物：損傷あり） 

ドラム缶の固縛については、F3 竜巻に対して飛散しない

設計としていることに対する説明をすること。 

第１加工棟、第５廃棄物貯蔵棟に対しては、F3 竜巻の発生した

場合に閉じ込め機能が喪失する程度の損傷が発生するおそれ

がないことを否定できないことから、安全側に建物から環境中

に漏えいする割合（LPF）を１（全量）として評価している。 

F3 竜巻に対して飛散しないドラム缶の固縛としては、ドラム

缶の形状及び重量により求められる空力パラメータが、F3 竜

巻の風速で浮き上がるおそれのない値の範囲になるように固

縛するか床に対する固定措置を講じることを保安規定に定め

る。また、F3 竜巻時にも固縛が成立することについては、F3 竜

巻による風荷重よりも 1.0G による地震力の方が大きい。 

事業変更許可申請書 

添付書類５ヌ．安全上重要な施設の有無に関する検討 

5-225 ページ 

― ― 

1-39 ●火砕物の影響に対して、耐震重要度分類第 2 類及び第

3類の建物は、火砕物の影響を受けるものとして、LPF1 と

設定している。この根拠について説明すること。 

本加工施設において想定される降下火砕物厚さは 2 cm に対し

て、本加工施設で核燃料物質を内包する施設の許容堆積厚さは

12 ㎝以上であり火砕物降下の影響はないが、保守的に RC 造又

は SRC 造で耐震重要度分類が第１類の建物に対して、建物から

環境中に漏えいする割合（LPF）を 0.1（10％）とし、S造又は

RC 造で耐震重要度分類が第２類又は第３類の建物に対して、

安全側に建物から環境中に漏えいする割合（LPF）を１（全量）

として評価している。 

事業変更許可申請書 

添付書類５ヌ．安全上重要な施設の有無に関する検討 

5-229 ページ 

― ― 

1-40 ●再生濃縮ウランの保管廃棄について、仕様、保管廃棄方

法（保安規定の内容）について、記載すること。 

本設工認申請に係る廃棄施設では再生濃縮ウランの保管廃棄

はない。次回以降の設工認申請において、再生濃縮ウランの保

管廃棄がある保管廃棄設備に対して記載する。 

― 

 

― 

1-41 ●iv ページ 

今後の申請予定。第 2 加工棟、その他の加工施設につい

て、2次申請と記載が異なる。2次申請書では、撤去工事

のみ（❷の記載）だが、3次申請では耐震補強等も含まれ

る記載となっている（②、❷の 2つが記載）ので修正する

こと。 

申請書の誤記であったので、記載を修正する。 ― 七、分割申請の理由（P10） 
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番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 

2-7 ●P ﾄ-3 表ト-1-1「保管廃棄設備」について、安全機能を

有する施設(許可 P41)にあわせ、「第５廃棄物貯蔵棟 保

管廃棄設備」としなければ、トレースできない。 

⇒留意点：許可申請書に記載した位置、構造、設備・機器

に関する情報を省略することなく記載すること。許可

P84 との整合についても確認すること。 

表ト－１－１の保管廃棄設備と、事業変更許可申請書に示した

施設とのトレースについては、設工認申請書の表ト－１－１

「保管廃棄設備」について、事業変更許可申請書の記載の施設

名「保管廃棄設備」だけでは、事業変更許可申請書とのつなが

りを確認しにくいことから、資料 2-07 のように事業変更許可

申請書に示した設置場所と施設名称を合わせた記載に見直す。 

資料 2-07 表ヘ－１－１(P19) 

表ト－１－１(P145) 

表チ－１－１(P218) 

表リ－１－１(P232) 

2-8 ●P ﾄ-3 表ト-1-1「保管廃棄設備」 ：設工認申請の名称

は、許可のどの部分を基準に決めているのか、許可 P84 と

の関係について説明すること。 

2-7 と同じ。 ― 2-7 と同じ 
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番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 

2-9 ●P ﾄ-4 表ト-1-2「第５廃棄物貯蔵棟」の注記(1)につい

て、建築基準法に基づく建築確認、消防法に基づく危険物

屋内貯蔵所の許可を既に受けているのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒建築基準法や消防法に基づく設計の適合性について、

社内で誰が、何を用いて、どの手順で、技術基準適合

性を確認し、評価結果を誰が承認したのか説明するこ

と。 

表ト－１－２「第５廃棄物貯蔵棟」の注記(1)については、建物

の耐震設計及び耐火設計について、以下のように整理してい

る。 

第５廃棄物貯蔵棟については、事業変更許可申請書 P24 で耐震

重要度分類を第３類としている。耐震重要度分類第３類の施設

に対し、事業変更許可申請書 P12 では一般産業施設と同等の安

全性を要求する旨記載している。一般産業施設と同等の安全性

として、一般産業施設と同様に建築基準法に基づいて設計し、

建築確認を受けることにしている。 

また、第５廃棄物貯蔵棟について、事業許可申請書 P24 にて、

消防法に基づく危険物屋内貯蔵所とする旨記載しているが、危

険物屋内貯蔵所の設置にあたり、消防法に基づく危険物屋内貯

蔵所設置許可を申請し、許可を得ることが必要であることか

ら、設工認申請書表ト－１－２「第５廃棄物貯蔵棟」の注記(1)

のように記載している。 

 

建築基準法に基づく建築確認については、建築確認申請は令和

2年 3月に確認を受けた。（建築基準法第 6条） 

消防法に基づく危険物屋内貯蔵所設置許可については、公設消

防とは建築確認用図面で事前協議済みであり、危険物特定屋内

貯蔵所設置許可申請を 4月 27 日付で提出し、5月 18 日付で許

可を得ている。（消防法第 11 条、危険物令第 6条、危険物規則

第 4条） 

 

建築物の設計については「建築士法」が制定されており、同法

第 3条～3条の 3において建築物の規模・用途に応じて「必要

な建築士の資格」が規定されている。弊社としては調達管理の

中で、技術能力、品質保証能力を調査したうえで調達先に認定

した建築士事務所に設計を依頼している。 

消防法（危険物屋内貯蔵所の設置許可申請）については、国家

資格などの要求はなく、設置者自らが許可申請を行うものであ

り、担当者が消防と事前協議を行い、建物の設計に反映させて

いる。 

これらの設計結果の検証については、所管部長（添２に記載（第

５廃棄物貯蔵棟の場合は環境安全部長））が設計管理者として、

保安規定、品質保証計画書、設計管理基準（標準）に基づき設

計プロセスを遂行し、設計結果を承認している。 

― ３．設計条件及び仕様

（P146） 

表ト－１－３（P146） 
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番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 

2-10 ●P ﾄ-4 表ト-1-3「第５廃棄物貯蔵棟」建築確認における

耐震に関する審査事項についても、上記コメントと同様。 

建築基準法第 20 条第 1 項第 4 号により、建築確認では耐震計

算書の審査を経ないため、上記のとおり、建築士事務所に設計

を依頼し、所管部長（環境安全部長）が設計管理者として、保

安規定、品質保証計画書、設計管理基準（標準）に基づき設計

プロセスを遂行し、設計結果を承認している。 

― ― 

2-11 ●許可との対応について、管理番号と本申請における設

備・機器の名称は、「建物・構築物」「設備・機器名称」欄

に記載すること。 

建物本体と非常用設備等の付属設備の施設名の記載について、

設工認申請書の第１加工棟及び第５廃棄物貯蔵棟の仕様表の

記載を資料 2-11 のように建物と付属設備が明確になるよう見

直す。 

資料 2-11 表ヘ－２－１ 建物・構築物

又は設備・機器名称(P22) 

以下同じ 

表ト－５－１(P167) 

2-12 ●建物・構築物名称について、非常用設備の名称は、本申

請における設備・機器の名称を記載すること。 

2-11 と同じ。 ― 2-11 と同じ。 

2-13 ●一般仕様（寸法）について、許可申請書との対応を明確

にするための延べ床面積の記載がない。（等価時間の算定

等にも必要） 

建築面積及び延べ床面積を、設工認申請書に記載していなかっ

たことについては、建物仕様を明確にするため、設工認申請書

の仕様表の一般仕様に記載する。また、火災影響評価に用いる

火災区域面積については、設工認申請書の本文仕様表の「火災

による損傷の防止」の欄において、火災区域ごとに区域の面積

を記載する。 

― 表ヘ－２－１ 一般仕様

（P23）、火災による損傷の防

止（P26～P28） 

以下同じ 

表ト－５－１（P167、P170） 

2-14 ●表ヘ-3-2 の一般仕様の員数について、許可 P65(2)第１

－３貯蔵棟の注 3には「第１－３貯蔵容器保管設備では、

Ｉ型 88 個以下貯蔵する。」と記載されているので、この

記載との関係を説明すること。表ヘ-3-2 の注(2)の記述と

の関係も含めて説明すること。 

粉末・ペレット貯蔵容器 I型のうち、今後も使用するものとし

て適合確認を受ける 120 個と、第１－３貯蔵棟で用いる 88 個

の記載の関係については、以下のように整理している。 

事業変更許可申請書 P36 では、粉末・ペレット貯蔵容器Ｉ型の

個数を一式としており、具体的な個数を明示していなかった。

また、事業変更許可申請書 P65 で第１－３貯蔵棟において 88

個以下で用いることと記載していた。設工認申請書表へ－３－

２の粉末・ペレット貯蔵容器Ｉ型の仕様表における員数 120 個

との差異（32 個）は、既認可での予備品を含んでいるために生

じているものである。予備品は粉末・ペレット貯蔵容器Ｉ型の

詰替えに必要であり、既認可でも 32 個の予備を見込んでいる。

表ヘ－３－２の注(2)の記載は粉末・ペレット貯蔵容器Ｉ型の

使用場所が第１－３貯蔵棟と第２加工棟にまたがることを示

すものである。なお、予備品である 32 個の管理は、空容器と

し第１加工棟内で保管することとしている。 

― 表へ－３－２変更内容(P46)、

欄外注(1)(P47) 

2-15 ●表ヘ-3-2 の一般仕様の核燃料物質の状態の記載につい

て、ペレット、燃料集合体は貯蔵しないのか。許可 P65(1)

第加工棟の注 1の記載との関係も含めて説明すること。 

粉末・ペレット貯蔵容器Ｉ型でペレットや燃焼集合体を用いる

ことがないことについては、事業変更許可申請書 P101 の加工

の方法で粉末・ペレット貯蔵容器Ｉ型の貯蔵は粉末に限定する

ことを示している。事業変更許可申請書 P65(1)第１加工棟の

注 1の記載は輸送容器に対するものである。 

― ― 
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番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 

2-16 ●表ヘ-2-1 許可との対応_施設名称に記載している付属

設備について、建物・構築物名称に記載する必要があるの

ではないか。 

2-11 と同じ。 ― 2-11 と同じ。 

2-17 ●建物・構築物名称の記載については、添付 3 に記載し

ている「設備・機器名称-機器名」と整合させること。 

2-3 と同じ。 ― 申請書全体 

2-18 ●添付 3-54 の管理番号 5003 の施設名称について、「粉

末・ペレット貯蔵容器Ｉ型_粉末・ペレット貯蔵容器_粉

末・ペレット貯蔵容器Ｉ型」と記載されているが、これで

1つの名称なのか。あるいは複数の施設名称に分かれてい

るものをまとめて記載しているのか。 

前半の「粉末・ペレット貯蔵容器Ｉ型」は①事業変更許可申請

書 P36 のロ．加工施設の一般構造（チ）安全機能を有する施設 

表 安全機能を有する施設（貯蔵施設に貯蔵する容器等）に記

載した施設名称であり、後半の「粉末・ペレット貯蔵容器_粉

末・ペレット貯蔵容器Ｉ型」は②事業変更許可申請書 P65 のニ．

核燃料物質の貯蔵施設の構造及び設備に記載した施設名称で

ある。まとめて記載することにより両者が同一の施設を指すこ

とを意図して整理している。 

― ― 

2-19 ●表ヘ-3-2（粉末・ペレット貯蔵容器 I型）の設置場所に

ついて、添付 3-54 の管理番号 5003 の記載と一致してい

ないため、設置場所を確認すること。設工認の設置場所を

正とするならば、管理番号 5003-2 が含まれるのではない

か。許可との整合も含めて確認すること。 

粉末・ペレット貯蔵容器 I型の設置場所と管理番号の対照につ

いては、以下の整理に基づいて記載を見直す。資料 2-19 に、

粉末・ペレット貯蔵容器 I型に関連する添付書類３表２の抜粋

を示す。管理番号 5003-2 は表ヘ－３－２の説明に含めている

ことから、表ヘ－３－２の粉末・ペレット貯蔵容器 I型の仕様

表に管理番号 5003-2 を追記する。 

資料 2-19 表へ－３－２建物・構築物又

は設備・機器名称(P46) 

2-20 ●添付 3-54 の管理番号 5003-2（粉末・ペレット貯蔵容器

Ｉ型）の設工認対応状況が第１次～第６次まですべて

「－」となっていることについて、考え方を説明するこ

と。 

粉末・ペレット貯蔵容器 I 型の管理番号 5003-2 の対応状況の

記載については、コメント 2-19 への対応で表ヘ－３－２の粉

末・ペレット貯蔵容器 I 型の仕様表に管理番号 5003-2 を追記

することから、第３次設工認に○を追記する。 

資料 2-19 添１表２ 加工事業変更許可

における施設名称と設工認に

おける施設名称の対比、当該

加工施設の設工認への対応状

況(P397) 

2-21 ●仕様表ヘ-3-2 粉末・ペレット貯蔵容器 I 型において、

対象とする設備・機器名を管理番号 5003、5066 の 2 種類

としているが、管理番号 5066 は、撤去するＩ型 480 個を

指し、管理番号 5003 は残る 120 個のことを指すという整

理で良いか。また、管理番号 5003-2 の数量はどのように

整理されているのか。許可、仕様表、添付 3の記載を精査

して、分かるように記載すること。 

粉末・ペレット貯蔵容器 I型の管理番号については、資料 2-19

の、粉末・ペレット貯蔵容器 I型に関連する添付書類３表２の

抜粋の整理に基づいて、管理番号 5003、5003-2 は適合性を確

認する対象となる 120 個を指し、管理番号 5066 は撤去するＩ

型 480 個を指す。管理番号 5003-2 は表ヘ－３－２の説明に含

めていることから、表ヘ－３－２の粉末・ペレット貯蔵容器 I

型の仕様表に管理番号 5003-2 を追記する。 

資料 2-19 表へ－３－２ 建物・構築物

又は設備・機器名称(P46) 

2-22 ●表リ-1-1、表リ-1-2、表ト-5-1、添付 3 表 2 で不整合

が生じているので、認可対象項目を明確にする観点でし

っかり整合を取ること。 

2-3 と同じ。 ― 申請書全体 
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番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 

2-26 ●消防法に基づき設置するとしている自動火災報知設備

について、設工認と許可で員数が異なるので確認するこ

と（図リ-4-1-3（P リ-41）の配置は、天井の撤去を考慮

しても許可の記載と大きく異なる）。変更するのであれ

ば、その理由及び変更して問題ない根拠を説明すること。 

自動火災報知設備について、事業変更許可申請書に示した配置

と設工認申請書に示した配置が異なることについては以下の

ように整理し、基本的な設計方針に変更はないものとしてい

る。事業変更許可申請書 P10 では、「万一の火災を早期に感知

し報知するための火災感知設備である自動火災報知設備を消

防法に基づき設置する。」と記載している。 

第１加工棟については、従前天井ボードに取り付けていた自動

火災報知設備（感知器）の耐震補強の観点から天井ボードを撤

去して建物の構造材に直接取り付ける。天井ボードを撤去した

場合、事業変更許可申請書 P添５別チ-14 の図で天井裏に設置

と記載している熱感知器（スポット型）のうち、消防法施行規

則第 23 条により、天井高さが 8 m 以上になる箇所については

煙感知器に変更する必要があり、煙感知器は、設置単位の床面

積が、熱感知器より広くなるため、所轄消防と協議の上、員数

を変えている。また、熱感知器（分布型）は、取り付けの耐震

補強の観点から煙感知器に変更する。 

本設工認申請で、自動火災報知設備の配置は事業変更許可申請

書に示した配置から変更しているが、消防法に基づいて火災感

知設備を設けるとする事業変更許可申請書に示した基本設計

に変更はない。 

資料 2-26 表ヘ－２－１ 火災等による

損傷の防止（P27） 

図リ－４－１－３（P273） 

以下同じ 

表ト－５－１（P170） 

図リ－４－１－６（P277） 

2-27 ●防火区画の壁について、既認可から変更がないのであ

れば、既認可の内容がトレースできるようにすること（既

認可番号の特定など）。火災影響評価が新たに加わったこ

とから、防火区画の壁は壁厚がわかるように図面で記載

する整理とすることを含めて検討すること。 

防火区画として必要な壁厚さの記載がないことについては、今

回の設工認申請で整理して確認するため、防火区画の壁は壁厚

がわかるように設工認申請書の図面を見直す。 

 

― 図ヘ－２－１－５２（P123） 

2-28 ●第１加工棟に設置する非常用照明、誘導灯、所内通信連

絡設備、自動火災報知設備は、電気設備技術基準に基づ

き、全てに配線用遮断器を設置するのではないか。そのと

おりであれば、申請書で明確にすること。また、回路上に

配線用遮断器を設置するとあるが、どこに設置するのか

明確にすること。 

配線用遮断器の設置については、事業許可申請書 P5-116 で、

電気火災の発生防止のため、接続する設備・機器の仕様上問題

がない限り回路上に配線用遮断器を設けることとする。第１加

工棟に設置する非常用照明、誘導灯、所内通信連絡設備、自動

火災報知設備については、電気設備技術基準に基づき、全てに

配線用遮断器を設置するので、配線用遮断器の設置位置（分電

盤内）を明確にして、設工認申請書の申請書本文図に追加する。 

資料 2-28 表ヘ－２－１ 火災等による

損傷の防止（P29） 

図リ－４－１－１（P271） 

図リ－４－１－７（P278） 

以下同じ 

表ト－５－１（P171） 

図リ－４－１－６（P277） 

図リ－４－１－８（P279） 

2-29 ●表ヘ-2-1 の[4.3.F2]の記載では図リ-4-1-3（自動火災

報知設備）と記載しているが、図リ-4-1-3（P リ-40）の

図題では「第１加工棟 火災感知設備配置図」と記載して

いる。機器名と整合させること。 

2-3 の見直しにより表ヘ－２－１の[11.1.F2]の記載を「火災

感知設備」とし、P273（図リ－４－１－３）の図題と整合させ

る。 

― 表ヘ－２－１ 火災等による

損傷の防止（P27） 

図リ－４－１－３（P273） 
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番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 

2-30 ●許可との対応欄に施設名称が記載されているが、仕様

表では「自動火災報知設備」と記載し、添付 3表 2（添付

3-76）では「自動火災報知設備／火災感知設備」と記載さ

れていて整合していない。「所内通信連絡設備」は添付 3

表 2（添付 3-74）では（放送設備（スピーカ）、（所内携帯

電話器））まで記載されており、整合していない。また、

表リ-1-1や表リ-4-1とも不一致な箇所があるので確認す

ること。 

2-3 と同じ。 ― 申請書全体 

2-31 ●技術基準への適合説明（添付 1-28）では、配電用遮断

器は非常用照明だけでなく、誘導灯、所内通信連絡設備、

自動火災報知設備にも設置するとあるので、整合させる

こと。 

配電用遮断器の設置については、設工認申請書の P171 表ト－

５－１の記載が漏れていたので、整合させて記載を見直す。 

― 表ト－５－１ 火災等による

損傷の防止（P171） 

図リ－４－１－８（P279） 

2-32 ●表ト-5-1 について、技術基準への適合性「火災等によ

る損傷防止」において、熱感知器（スポット型）を用いる

としているが、許可の添付 5別チ-19 で記載されている熱

感知器（防爆型）は使用しないのか。変更するのであれば

変更理由及び変更しても問題ない根拠を説明すること。

また、許可では感知器を１台設置（添付 5-チ-19）してい

るが、設工認の仕様表では 3 台用いるとしている。変更

するのであれば変更理由及び変更しても問題ない根拠を

説明すること。 

火災感知設備の配置が事業変更許可申請書に記載したものと、

設工認申請書に記載したものが異なることについては、以下の

ように整理しており、火災感知設備の設置に関する基本的な設

計方針に変更はないものとしている。 

事業許可申請書 P10 では、万一の火災を早期に感知し報知する

ための火災感知設備である自動火災報知設備を消防法に基づ

き設置すると記載している。また、火災感知設備の設置につい

ては、消防法の設置基準に対して裕度のある設計とすることを

記載している。また、P 添５別チ-19 の図では第５廃棄物貯蔵

棟に熱感知器（スポット型、防爆型）を１つ設置することを示

していた。 

設工認申請書 P170 に示す熱感知器は、許可記載の熱感知器（ス

ポット型、防爆型）で、設工認申請書表ト－５－１の仕様表で

防爆型の記載が抜けていたので見直す。 

また、第５廃棄物貯蔵棟は、建物の屋根を鉄筋コンクリート造

とするよう見直した結果、天井部分に 0.4 m 以上突出した梁を

2ヶ所設けることとなった。消防法施行規則第 23 条により、天

井部分に 0.4 m 以上突出した梁がある場合、感知区域（梁によ

って区画された部分）ごとに感知器の設置が求められることか

ら、公設消防と協議の上、3台設置するように変更する。 

資料 2-32 表ト－５－１ 火災等による

損傷の防止（P170） 

図リ－４－１－６（P277） 

 
 
 
  



19 

番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 

2-33 ●許可 P43 で記載されている「自動式又は遠隔式の消火

器」は使用しないのか。使用しないのであれば使用しない

理由及び使用しなくても問題ない根拠を説明すること。 

自動式又は遠隔式の消火器が本設工認申請対象にないことに

ついては、以下のように整理している。 

事業変更許可申請書 P11 において、消火活動のためのアクセス

ルートに面した開口部を有する大型の制御盤に、自動式又は遠

隔式の消火器を使用することとしている。また、事業変更許可

申請書 P89 の表では、自動式又は遠隔式の消火器の設置が必要

となる制御盤は第２加工棟に設置することを示している。本設

工認申請対象（第１加工棟、第５廃棄物貯蔵棟）には消火活動

のためのアクセスルートに面した開口部を有する大型の制御

盤に該当するものがないことから、自動式又は遠隔式の消火器

を使用するところはない。 

なお、事業許可申請書 P43 では、設置場所に第２加工棟、第１

廃棄物貯蔵棟、第３廃棄物貯蔵棟、第５廃棄物貯蔵棟、第１加

工棟、第１－３貯蔵棟、発電機ポンプ棟と記載した欄に自動式

又は遠隔操作式の消火設備を記載しているが、第１加工棟、第

５廃棄物貯蔵棟には消火活動のためのアクセスルートに面し

た開口部を有する大型の制御盤がないので、自動式又は遠隔式

の消火器を設置するところはない。また、自動式又は遠隔式の

消火器は設工認申請書 P425（添付書類１表 2）で、管理番号 8011

の設備として、第２加工棟のみにあるものとして示している。 

― 添１参考資料２ 

第１加工棟＜自動式又は遠隔

式の消火器＞(P447)、 

第５廃棄物貯蔵棟＜自動式又

は遠隔式の消火器＞(P453) 

 

2-34 ●表ト-5-1 では、非常用電源、バッテリー、無停電電源

設備の適用が読めない。最終的にどのように設計された

のか丁寧に説明すること。 

非常用電源への接続、バッテリの付設については、事業変更許

可申請書 P22～23 に非常用電源設備、バッテリを設ける施設を

示している。設工認申請書 P167～の表ト-5-1 で、付属設備と

して設置する機器に係る非常用発電への接続、バッテリの設置

が分かるように記載を見直す。 

資料 2-34 表ト－５－１ 非常用電源設

備（P172） 

2-35 ●添付 1-63[11.1-F1]における安全機能を有する施設の

説明では、通常時の放射線の影響についても記載するこ

と。 

安全機能を有する施設の説明で、放射線環境に関する記載がな

いことについては、添付１の記載に抜けていたので設工認申請

書 P添付 1-63[11.1-F1]における安全機能を有する施設の説明

に、放射線影響についての記載を追加する。 

― 各仕様表 

添付書類２第十四条安全機能

を有する施設（P525） 

2-36 ●杭体の検討など、構造検討に漏れがないことを確認す

ること。 

構造検討の漏れ抜けがないことを再確認し、必要があれば設工

認申請書の記載を見直す。 

― 申請書全体 
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番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 

2-37 ●耐震重要度分類第 3 類であるため、計算書を添付する

必要はないが、計算に用いるインプットとアウトプット

は記載すること（「安全機能を有する施設の地盤」におけ

る杭長など）。また、土間床の支持条件の記載がない（Pへ

-7）。他施設共通のコメント。 

計算に用いるインプットとアウトプット、土間床の支持条件を

設工認申請書本文仕様・別表等に記載する。また、他施設につ

いても水平展開して記載する。 

― （計算書に用いるインプット

とアウトプット） 

表ヘ－２－１ 安全機能を有

する施設の地盤（P23～24） 

別表ヘ－２－１－１１（P42） 

別表ヘ－２－１－１２（P42） 

以下同じ 

表ト－５－１（P167,168） 

別表ト－５－１－８（P177） 

別表ヘ－５－１－９（P177） 

（土間床の支持条件） 

表ヘ－２－１（P24） 

2-38 ●「安全機能を有する施設の地盤」において、具体的にど

のような層で支持するのか。また、平板載荷試験結果を用

いているならその旨を明記すること（P リ-6）。他施設共

通のコメント。 

支持層については設工認申請書 P 付属 1-3-3 において平板載

荷試験の結果から地盤の許容応力度を求めていることは記載

しているが、具体的な層と平板載荷試験について設工認申請書

本文仕様書にも記載を追加する。 

― （地盤） 

表ヘ－２－１ 安全機能を有

する施設の地盤（P23） 

以下同じ 

表ト－５－１（P167） 

表リ－３－１（P241） 

（平板載荷試験結果） 

表リ－２－１（P236） 

表リ－２－２（P238） 

2-39 ●「地震による損傷の防止」において、保有水平耐力の検

討についての記載がない（P へ-7）。他施設共通のコメン

ト。 

保有水平耐力の検討については、第１加工棟及び第５廃棄物貯

蔵棟の保有水平耐力の確認結果を設工認申請書本文仕様表の

「地震による損傷の防止」に記載する。 

― 表ヘ－２－１ 地震による損

傷の防止（P25） 

別表ヘ－２－１－１４（P43） 

以下同じ 

表ト－５－１（P168） 

別表ト－５－１－７（P177） 

2-40 ●エキスパンションジョイントの材料がアルミニウムだ

けとなっているが、エキスパンションジョイントに求め

る安全機能によりシート等が必要になるので説明するこ

と。また、クリアランスが不明（Pへ-10）。 

エキスパンションジョイントの材料の記載について、エキスパ

ンションジョイントの材料（止水補助シート、耐火帯なども含

む。）を設工認申請書別表ヘ－２－１－１に、必要クリアラン

スを表ヘ－２－１に記載を追加する。 

― 表ヘ－２－１ その他許可で

求める仕様（P32） 

別表ヘ２－１－１（P34） 
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番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 

2-47 ●添付 3 表 1_9-14 の F3 竜巻に係る記載がないが、ソフ

ト対応のみで実施可能なのか説明すること。竜巻[99-F5]

において、ドラム缶の竜巻影響評価は地震影響評価に包

絡されているということであれば明確にすること。 

許可の整理番号 9-14 に記載している F3 竜巻の対策について

は、事業変更許可申請書 P添５別ト-39 ページにソフト対策を

記載しており、空力パラメータが 0.0032 以下となるように専

用治具で固縛及び連結又はラッシングベルトで固縛するか、空

力パラメータが 0.0032 以下にできない場合は、床に対して固

定することを示しており、保安規定に定めるソフト対策とし、

地震対策の固縛とは別の対策である。 

地震対策の固縛は強固であり、竜巻の風圧で段積みしたドラム

缶が散乱するおそれはない。 

― ― 

2-48 ●極低温[5.4.1-F2]について、「必要に応じて凍結防止策

を講じる」としているが、どのような場合に必要となるの

か説明すること。 

極低温に対する安全設計については、事業変更許可申請書 P17

で極低温の対策として必要に応じて安全機能を有する施設に

断熱材付きの配管を用いる等の措置を講じることを記載して

いる。屋外消火栓配管の凍結対策として屋外消火栓配管の地上

露出部に断熱材を巻くことからその旨を記載する。また、その

他の加工施設の項にも記載する。 

なお、設工認申請書 P516 に記載のとおり、屋外消火栓 No.7～

No.13 及び消火栓配管は次回以降の設工認で適合性を確認す

る。 

― 表ヘ－２－１ 外部からの衝

撃による損傷の防止（P26） 

表リ－４－１ 欄外注(2)

（P246） 

別表へ－２－１－９（P40） 

2-49 ●生物学的影響について、建屋の外気取入れ口に対する

対策を説明すること。 

生物学的影響については、事業変更許可申請書 P18 にて、「換

気に用いる給気口にフィルタを設け、枯葉、昆虫又は動植物の

侵入を防止する設計とする。」ことを示している。また、換気

については事業許可申請書 P9 にて、「第１種管理区域内におい

て、人が常時立ち入る場所における空気中の放射性物質の濃度

を線量告示に定める濃度限度以下とするため、粉末状のウラン

を取り扱う設備の囲い式フードの内部を工程室に対して 9.8 

Pa 以上の負圧又は囲い式フードの開口部の面速を 0.5 m/秒以

上に維持できる局所排気系統を設けるとともに、所要の換気を

行う。」としている。換気は第１種管理区域のある第２加工棟

及び第１廃棄物貯蔵棟に対するものであり、本申請対象の建物

（第１加工棟、第５廃棄物貯蔵棟）では、これに該当する給気

口はない。このことから、仕様表の生物学的事象の注記におい

て、給排気設備がないため、生物学的事象の影響を受けるおそ

れがない旨示している。 

― ― 
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番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 

2-50 ●森林火災、外部火災について、付属 4-25 で許可から隔

離距離の値が変更されているので、爆発による影響評価

をやり直したことについて説明すること。 

外部火災影響評価については、事業変更許可申請書の P添５別

リ-13～に示した森林火災の影響評価のうち、加工施設南側の

森林から第５廃棄物貯蔵棟までの距離の評価における過剰な

保守性の見直し並びに事業変更許可申請書の P 添５別リ-43～

に示した敷地内の高圧ガス貯蔵施設の影響評価のうち火災影

響を緩和するために移設する第１高圧ガス貯蔵施設及びボン

ベ置場（1）の設置位置を確定させたこと及び事業変更許可申

請書の P 添５別リ-13～に示した森林火災の影響評価及び事業

変更許可申請書の P 添５別リ-23～に示した近隣工場等火災・

爆発による影響評価のうち新設する第５廃棄物貯蔵棟の設置

位置、寸法を確定させたことにより、外部火災影響評価をやり

直したものである。見直した影響評価の結果については設工認

申請書付属書類４に示している。 

― 添１参考資料２ 

・第１加工棟＜外部火災影響

評価＞（P446） 

・第５廃棄物貯蔵棟＜外部火

災影響評価＞（P452） 

2-51 ●交通事故について、第１加工棟は町道に面していない

という整理で良いのか。許可では、第 2 加工棟は町道か

ら離れている旨の説明であり、整合していない。 

交通事故について、事業変更許可申請書では、P134 の第２図で

加工施設敷地と町道の位置関係を、P135 の第３図で敷地内の

建物配置を示し、安全性の説明として P5-161 で第２加工棟と

町道の間は最も近接しているところで約13 m離れていること、

町道が敷地境界に沿っているため、走行中の車両の速度成分の

うち加工施設に向かう成分がほとんどないが、第２加工棟につ

いては、竜巻飛来物の影響に包含できるとしている。 

本設工認申請対象の第１加工棟、第５廃棄物貯蔵棟について

は、設工認申請書ではそれぞれの施設の仕様表の交通事故の注

記に一般道路から距離が離れているため、交通事故の影響を受

けるおそれがない旨示しているが、これは町道からの距離は第

２加工棟よりも離れていることから、影響を受けるおそれはな

いとしているものである。設工認申請書では町道と第１加工

棟、第５廃棄物貯蔵棟の位置関係を示した図面がなく、上記説

明が分かりにくいことから、設工認申請書に町道と第１加工

棟、第５廃棄物貯蔵棟の位置関係を示した図面を追加する。 

資料 2-51 表ヘ－２－１ 欄外注

(12)(P32) 

表ト－５－１ 欄外注

(9)(P172) 

図ヘ－２－１－５５(P126) 
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番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 

2-52 ●表へ-2-1 の「加工施設への人の不法な侵入等の防止」

について、不正アクセスの防止については、第 3 次申請

で確認するものはないという整理であれば、その旨明確

にすること。 

加工施設への人の不法な侵入等の防止について、事業変更許可

申請書 P20 で、加工施設への人の不法な侵入、加工施設に不正

に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え、又は

他の物件を損傷するおそれがある物件が持ち込まれること及

び不正アクセス行為を防止することを示している。また、加工

施設への人の不法な侵入等の防止のうち不正アクセスについ

て、加工施設及び核燃料施設の防護のために必要な操作に係る

情報システムに対して、外部と物理的に遮断する又は不正アク

セスによる妨害行為若しくは破壊行為を遮断する措置を講じ

た電気回路を介する設計とすることを記載している。本設工認

申請対象設備は、加工施設及び核燃料施設の防護のために必要

な操作に係る情報システムに係るものはないことから、仕様表

に、不正アクセス防止の対象でない旨を追記する。 

― 表ヘ－２－１ 加工施設への

人の不法な侵入等の防止(P26) 

以下同じ 

表ト－５－１(P169) 

2-53 ●表ヘ-3-2 について、密閉構造・落下防止構造の記述が

必要ではないか。許可本文 P37 において、粉末ペレット

貯蔵容器に落下防止構造、粉末保管容器中性子吸収板に

密閉構造の記載があり、整合していない。 

粉末・ペレット貯蔵容器 I型の閉じ込めについて、事業変更許

可申請書 P37 の表で粉末・ペレット貯蔵容器 I型の安全機能と

して落下防止を示しているが、粉末・ペレット貯蔵容器 I型の

落下防止構造としては、収納している粉末保管容器を３段積み

で積み上げているものが粉末・ペレット貯蔵容器 I型内で崩れ

て落下し、粉末・ペレット貯蔵容器 I型内から飛び出さないよ

う容器内は筒状の形状とし蓋を有した構造としていることを

想定した記載であり、このことが明確になるよう閉じ込めの仕

様として追記する。粉末保管容器／中性子吸収板の密閉構造に

ついては、粉末・ペレット貯蔵容器 I型を用いる際は、第１次

設工認対象の設備である保管容器Ｆ型（中性子吸収板Ｉ型内蔵

型）を合わせて用いることから、保管容器Ｆ型（中性子吸収板

Ｉ型内蔵型）の密閉構造を閉じ込めの仕様として記載を追加す

る。 

― 表へ－３－２ 閉じ込めの機

能(P46) 

添付書類２第十条 閉じ込め

の機能(P510) 
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番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 

2-56 ●表ト-5-1 について、警報設備等の記載で、自動火災報

知設備の受信器側は申請に含めるのか。別表ト-5-1-3 の

記載、図ト-2（工事のフロー）の記載と整合していない。

設置してから使用することを明確にすること。 

第５廃棄物貯蔵棟の自動火災報知設備（感知器）に接続する自

動火災報知設備（受信機）は、第３廃棄物貯蔵棟に設置するた

め、本設工認申請の対象とはしていない。 

第５廃棄物貯蔵棟の自動火災報知設備について、事業変更許可

申請書では、P 添５別チ-19 で、熱感知器の信号が第３廃棄物

貯蔵棟に伝送する設計である旨示している。第５廃棄物貯蔵棟

の自動火災報知設備（感知器）の受信機は第３廃棄物貯蔵棟に

設置することから、機能の確認も第３廃棄物貯蔵棟の自動火災

報知設備の受信機で行う。設工認申請書 P185 の図ト－ｃ－１

の工事フローでは、第５廃棄物貯蔵棟の自動火災報知設備の感

知器の工事に当たって、自動火災報知機の受信機に接続し、警

報設備の機能を確認したうえで使用することが明確でないこ

とから、第５廃棄物貯蔵棟を使用する前に、自動火災報知設備

の感知器を自動火災報知機の受信機に接続し、警報設備の機能

を確認することが明確になるよう設工認申請書 P185 の図ト－

ｃ－１の工事フローを見直す。 

― 図ト－ｃ－１（P185） 

図リ－ｃ－２（P257） 

2-57 ●同じく非常用電源設備についても後申請なので、図ト-

2（工事のフロー）において、設置してから使用すること

を明確にすること。 

非常用電源設備に接続する設備について、事業変更許可申請書

では P22～23 に非常用電源設備に接続する設備として、局所排

気設備、放射線監視設備、火災等の警報設備、通信連絡設備、

非常用照明、誘導灯を挙げており、第５廃棄物貯蔵棟に設置す

る所内通信連絡設備（放送設備（スピーカ））、自動火災報知設

備（感知器）、非常用照明、誘導灯は非常用電源設備に接続す

ることとしている。設工認申請書 P185 の図トー２の工事フロ

ーでは第５廃棄物貯蔵棟の所内通信連絡設備（放送設備（スピ

ーカ））、自動火災報知設備（感知器）、非常用照明、誘導灯を非

常用電源設備に接続し、その機能を確認してから第５廃棄物貯

蔵棟を使用することが明確でないことから、第５廃棄物貯蔵棟

を使用する前に、所内通信連絡設備（放送設備（スピーカ））、

自動火災報知設備（感知器）、非常用照明、誘導灯は非常用電

源設備に接続することが明確に示すよう設工認申請書 P185 の

図ト－ｃ－１の工事フローを見直す。 

― 図ト－ｃ－１（P185） 

図リ－ｃ－２（P257） 
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番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 

2-58 ●表へ-2-1 について、非常用電源設備に接続するガンマ

線モニタは、バッテリーを備えることを明確にすること。

また、バッテリーとは無停電電源装置（UPS）と同等の機

能を持つ主旨で設置しているのか説明すること。その他

設備についても、非常用電源設備に接続し、バッテリーを

備えるものは、許可を踏まえ明確に記載すること。 

バッテリを付設する設備について、事業変更許可申請書では

P23 にハンドフットクロスモニタ、ダストモニタ、ガンマ線エ

リアモニタ、放射線監視盤、モニタリングポスト、気象観測装

置、警報集中表示盤、所内通信連絡設備のうち放送設備及び電

話交換機、自動火災報知設備、非常用照明、誘導灯にバッテリ

を備えることを記載している。ガンマ線エリアモニタは第１加

工棟の付属設備ではなく、放射線管理施設として設工認申請書

P219（表チ－２－１）の仕様表で、バッテリを備えていること

を記載している。 

バッテリについては、設工認技術基準第十六条２に記載されて

いる、加工施設の安全性を確保するために特に必要な設備に備

える、無停電電源装置又はこれと同等以上の機能を有する設備

として位置付けている。 

第１加工棟の付属設備として記載する所内通信連絡設備（放送

設備（スピーカ、アンプ））、自動火災報知設備（感知器）、自動

火災報知設備（受信機）、非常用照明、誘導灯に対しては、設工

認申請書 P22～33 の第１加工棟の仕様表（表ヘ－２－１）の中

で、バッテリを有することが分かるように記載を見直す。 

また、第５廃棄物貯蔵棟の付属設備も同様に見直す。 

資料 2-34 表ヘ－２－１ 非常用電源設

備(P31) 

以下同じ 

表ト－５－１(P172) 

2-59 ●表ト-5-1 の通信連絡設備の記載について、放送設備（ス

ピーカ）の記載はあるが、アンプは設置しないのか。 

アンプは第１加工棟に設置するものを配線して使用するため、

第５廃棄物貯蔵棟には設置しない。設工認申請書 P172 表ト－

５－１、P277 図リ－４－１－６に第１加工棟のアンプから接

続する旨を示している。 

― 表ト－５－１（P172） 

図リ－４－１－６（P277） 

2-60 ●表へ-2-1 について、技術基準の説明[99-B1] において、

「屋根にアクセスできるよう梯子を追加設置する」とし

ているが、図ヘ－2－1－41 に記載しているように、新設

する梯子は 1 つだけという整理をしていることについて

説明すること（既設の梯子を含めない理由）。 

梯子の設置について、設工認申請書 P122（図ヘ－２－１－４

１）に梯子（新設）と記載しているが、新設ではなく追加設置

であり、梯子（追加設置）に記載を見直す。 

― 図ヘ－２－１－３（P73） 

図ヘ－２－１－４（P74） 

図ヘ－２－１－５１（P122） 

2-61 ●表へ-2-1 について、技術基準の説明[99-B4]において、

「F3 竜巻の風荷重に対しても保有水平体力が上回ること

を確認している」としているがよいか。許可では、第１加

工棟は F3 竜巻で耐えられないとして評価を行っている。 

第１加工棟は F3 竜巻に対して、保有水平耐力が風荷重以上で

あることを確認しているが、建物の屋根、外壁、外部扉等は、

F3 竜巻に伴う飛来物に耐える設計でないため、保管している

廃棄物等を F3 竜巻から防護することを想定した安重評価とし

ていない。そのため、保管廃棄している廃棄物は、建物の躯体

の倒壊による影響を受けるおそれはないが、竜巻に伴う飛来物

の影響を受けるものとして、損傷する割合を見込んで評価して

いる。 

― ― 
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番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 

2-62 ●【基本的考え方】工事の方法については、炉規制法第１

６条の２及び加工事業規則第３条の２の規定に基づき、

工事の方法が設工認基準に適合する方法であることを記

載し、認可を受けること。運用面については、保安規定に

定める方法について記載されているか、再確認すること。 

【主な観点、記載内容（例）】 

・臨界防止：工事中の核燃料物質の有無。核燃料物質

がある場合、臨界防止のための設備対応 

・閉じ込め：汚染の発生防止、拡大防止 

・遮蔽：必要な場合 

・火災爆発：発生防止、拡大防止（検知・報知・消火）

など 

・外部衝撃、溢水による損傷防止等に関する工事の方

法 

・非常用設備（警報設備、安全避難通路、非常用電源、

通信連絡設備）の維持等 

工事の方法に係る設工認基準の適合性については、本設工認申

請に係る施設の工事の方法に基づき、加工施設技術基準の要求

事項を満たすために必要な注意事項を工事の方法の工事上の

注意事項に記載する。 

― 工事の方法 

2-63 ●P ﾄｰ 33 4．工事の方法(1)a.一般事項において、工事

中の放射性液体廃棄物の保管廃棄方法についても記載す

ること。 

工事中の放射性液体廃棄物の保管廃棄方法については、第５廃

棄物貯蔵棟は新設工事であり新設の工事中に放射性液体廃棄

物はない。第５廃棄物貯蔵棟新設工事完了後に第２廃棄物貯蔵

棟から移動させることを設工認申請書 P185 の工事フローに記

載しているが、液体廃棄物の保管廃棄に工事の影響が及ばない

ように措置したものであり、設工認申請書 P180～の工事上の

注意事項に液体廃棄物の保管廃棄に工事の影響が及ばないよ

うに措置することを追記する。 

― ４．工事の方法(1) 工事上の

注意事項(P182) 

2-64 ●放射性液体廃棄物（ドラム缶）の移動についても、移動

中の火災発生防止、閉じ込め等が技術基準に適合するこ

とを説明すること。移動の条件等、運用面の安全確保につ

いては、保安規定で規定する工事の方法について記載す

ること。 

移動中の火災発生防止、閉じ込めについては、（工事）作業計

画書に、移動経路近傍で火気を使用しないこと、消火器を準備

すること、ドラム缶を開封することなく、密閉した状態で専用

の運搬治具にて移動することを明確にすることとしているこ

とから、設工認申請書の工事の方法の工事上の注意事項に追記

する。 

― ４．工事の方法(1) 工事上の

注意事項(P182) 
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番号 コメント内容 回答／対応 補足資料 申請書反映箇所 

2-65 ●P ﾄｰ 36 図ﾄｰ 2・図ﾄｰ 3 全体工事フローにおいて、第 2

廃棄物貯蔵棟から第５廃棄物貯蔵棟に放射性廃棄物を受

け入れる前に、別途申請する火災報知設備、非常用電源、

通信連絡設備の工事及び検査を実施することが分かるよ

うに記載し、説明すること。 本申請内の他の工事及び検

査、又は別途申請で行う工事及び検査との取り合いを明

確にすること。 

設工認申請書 P185（図ト－ｃ－１の工事フロー）では第５廃棄

物貯蔵棟に放射性廃棄物を受け入れる前に、図リ－ｂ－１、図

リ－ｂ－２に示す工事で、非常用照明、所内通信連絡設備（放

送設備、所内携帯電話機（ＰＨＳ）アンテナ）、自動火災報知機

（感知器）、消火設備（消火器）を設置し、検査を行うことを記

載しているが、自動火災報知機（受信機）は第３廃棄物貯蔵棟

に設置するものであって次回以降の設工認で工事、検査を行う

こと、放送設備のうち、アンプについては第１加工棟のものを

用いることが明確でないので、これらが明確になるよう設工認

申請書 P185（図ト－ｃ－１の工事フローを）見直す。 

― 図ト－ｃ－１（P185） 

図リ－ｃ－２（P257） 

2-66 ●P ﾄｰ 42(5)第１文について、第５廃棄物貯蔵棟は、新設

であり新規制基準施行前からの継続使用ではないので、

記載を見直すこと。 

継続使用と工事使用の書き分けについては、設工認申請書P190

において、第５廃棄物貯蔵棟の保管廃棄について継続使用では

なく、工事使用が正しいので、記載を見直す。 

― ４．工事の方法( (5) 工事中

の加工施設の継続使用、工事

使用の理由(P190) 

2-67 ●P ﾄ-45 図ﾄ-5-1-1 平面図 南北壁面の出張りは何か。

建物の耐震等、安全機能が求められる設備であれば、構

造・機能を明確にすること。 

南北壁面の出張りは自然給気用ガラリのウェザーカバー（SUS）

であり、安全機能が求められる設備ではない。設工認申請書

P196 平面図に南北壁面の出張りはウェザーカバー（SUS）であ

ることを追記する。 

― 図ト－５－１－１（P196） 

2-68 ●表ト－６－1（核燃料物質の状態）液体廃棄物について、

液体廃棄物の種類が許可で規定されていないか。規定さ

れている場合、追記すること。 

液体廃棄物の種類について、事業許可申請書 P83 では、放射性

物質によって汚染され又は汚染されたおそれのある油類廃棄

物をドラム缶に入れて保管廃棄する旨記載しており、油類廃棄

物を保管廃棄する旨仕様表に追記する。 

― 表ト－６－１ 一般仕様 核燃

料物質の状態（P178） 

2-69 ●表ト－６－1（地震に損傷の防止）保管区域の耐震重要

度分類の記載は正しいか。許可を確認の上、適切な記載を

行うこと。 

保管区域の耐震重要度分類は、保管区域は建物の床に区域を表

示するものであるため、建物の耐震重要度分類を記載していた

が、事業変更許可申請書 P41 の記載のとおり削除する。 

 

なお、その他許可に求める仕様に、事業変更許可申請書 P41 の

表の記載に合わせ、保管廃棄に用いるドラム缶、金属容器の固

縛措置、転倒防止策の程度として重要度分類相当と記載してい

るが、さらに仕様を明確に記載する。 

― 表ト－６－１ その他の性能 

（P178）、その他許可で求める

仕様（P179） 

以下同じ 

表ト－２－１(P147、148) 

表ト－２－２(P149、150) 

表ト－２－３(P151、152) 

表ト－２－４(P153、154) 

表ト－２－５(P155、156) 

表ト－２－６(P157、158) 

表ト－２－７(P159、160) 

表ト－２－８(P161、162) 

表ト－２－９(P163、164) 
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〇５月２１日コメント 

番号 コメント内容 回答／対応 申請書反映箇所 

3-1 2.1 項の評価モデルの考え方については了解。 

但し、図 2-3 の評価モデル及び評価式は各積段数の状態で上

下固定されていること、連結ボルトの有効本数の考え方から、

n×n 列のブロックで貯蔵されることが前提となるため、転倒

防止対策上、必要な措置、運用方法については補正申請書に記

載すること。 

ドラム缶の転倒防止のために講じる措置を補正申請書本文（仕様表）に記

載する。 

以下のその他許可で求め

る仕様に明記する。 

表ト－２－１（P148） 

表ト－２－２（P150） 

表ト－２－３（P152） 

表ト－２－４（P154） 

表ト－２－５（P156） 

表ト－２－６（P158） 

表ト－２－７（P160） 

表ト－２－８（P162） 

表ト－２－９（P164） 

表ト－６－１（P179） 

3-2 仕様表に連結ボルトの仕様、本数等を追記すること。なお、加

振試験、検定比計算は M**が前提となっているが、P1-24-2 の

表-2 には 2 種類の連結ボルトが記載されているので、使い分

け等について説明すること。 

資料 1-24 の評価結果で示した連結ボルトは、現在使用及び今後使用する市

販の六角ボルトを例示したものである。本評価結果から、補正申請書本文

（仕様表）には、連結ボルトの要求事項として十分裕度持った強度（せん

断荷重）の許容値を記載する。 

3-1 と同じ 

3-3 1-19(第 1-1 輸送物保管区域)での回答を含め、滑りによる影

響がないことを確認すること。 

3-4 にて併せて回答する。 ― 
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番号 コメント内容 回答／対応 申請書反映箇所 

3-15 1/9 の面談でコメントした、「表ト-5-1 に、許可 P89 で記載

されている屋外消火栓の記載が無いが、設置しないのであれ

ば、設置しない理由及び設置なくても問題ない根拠を説明する

こと。 

事業変更許可申請書 P10 では、火災発生時において迅速な初期消火を行う

ため、粉末消火器、屋内消火栓、屋外消火栓、可搬消防ポンプ等の消火設備

を消防法に基づき設置するとしている。これを実現する設計として、事業

変更許可申請書 P5-115 の添５チ(ﾛ)の第３表では、第５廃棄物貯蔵棟には

消火器を設置することとしており、屋外消火栓を設置することの記載はし

ていない。消防法に基づく設置については資料 1-08 に示すとおり第５廃棄

物貯蔵棟には屋外消火栓は要求されていないことから、本設工認申請では

第５廃棄物貯蔵棟の火災対策に屋外消火栓は登場しないが、消火設備の設

置については、加工施設技術基準への適合性の説明で以上をまとめて、補

正申請書に記載する。 

添付書類２第十一条火災

等による損傷の防止

(P516) 

3-16 「P ﾄ-45 図ﾄ-5-1-1 平面図 / ﾄ-49 図ﾄ-5-1-5 床伏図につい

て、ピットの排水先はどこか。 

第５廃棄物貯蔵棟のピットには外部に流出する流路を設けない設計として

いる。なお、現在の設工認申請書の平面図では排気筒が重なっていて、紛

らわしいので平面図の示し方を見直して補正申請書に記載する。 

図ト－５－１－１(P196) 

図ト－５－１－５(P200) 

3-17 2/13 資料の No.2-28 について、「電気設備技術基準に基づき、

全ての配線用遮断器を設置するのではないか。」について回答

すること。 

2-28 にて併せて回答する。 － 

3-18 2/13 資料の No.2-33 の回答／対応の記載について、なお以降

の記載について、正しくないのではないか。確認して回答する

こと。（「自動式又は遠隔式の消火器は、許可では第 5 廃棄物貯

蔵棟に設置とあるが、第 5 廃棄物貯蔵棟にはありません。」の

記載。許可から変更しているのであれば、許可からの変更事項

を説明した資料で説明すること。） 

2-33 にて併せて回答する。 － 

3-19 2/13 資料の No.2-50 の回答／対応の記載、「許可申請書に示

した森林火災の影響評価のうち、加工施設南側の森林から第 5 

廃棄物貯蔵棟までの距離の評価における過剰な保守性の見直

し」について、許可からの変更事項を説明した資料 2-1 で説

明されていない。 

加工施設南側の森林から第５廃棄物貯蔵棟までの距離の評価における過剰

な保守性の見直しの件について許可からの変更事項を説明した資料 2-1 に

追加する。 

添１参考資料２ 

第５廃棄物貯蔵棟＜外部

火災影響評価＞(P452) 

3-20 2/13 資料の No.2-53 の回答／対応の記載、「落下防止構造に

ついて、蓋を有した構造としていることを想定した記載」につ

いて、具体的に説明すること。 

粉末・ペレット貯蔵容器Ｉ型については、粉末保管容器を 3 段積みとして

収納する構造としているが、落下時にこれらの粉末保管容器が崩れて飛び

出さない構造としていることを示すことを意図したものである。容器内の

３段積みが崩れない構造としては、容器を筒型として蓋を有した構造とす

ることで落下防止構造としているので、筒型構造と蓋つき構造がセットで

落下防止構造とし閉じ込め機能を有していることを補正申請書に記載す

る。 

表へ－３－２ 閉じ込め

の機能(P46) 

添付書類２ 第十条 閉

じ込めの機能(P510) 

3-21 2/13 資料の No.2-60 について、既設梯子を含めるという理解

で良いか。 

ご指摘のとおり、既設梯子を含めたものである。 ― 

 







1-04-1

Ｑ1-4：ト-25 に ABC 粉末消火器 50 型 2 本設置とあるが、リ-43 では第５廃棄物貯蔵棟の屋

外に設置している。消火の対象は室内だが、消防法に基づき問題ないことを説明すること。  

A1-4: 

消火設備の配置については、事業変更許可申請書 P10 で、消防法に基づいて消火設備を設

置することを記載している。以下に、第５廃棄物貯蔵棟における消火設備 消火器の設置が

消防法に基づいて問題ないことを示す。 

消防法及びその下に定められている危険物の規制に関する政令、危険物の規制に関する

規則のうち、第５廃棄物貯蔵棟における危険物の貯蔵に関連する条文の抜粋を以下に示す。 

消防法 

第十条 指定数量以上の危険物は、貯蔵所（車両に固定されたタンクにおいて危険物を貯蔵

し、又は取り扱う貯蔵所（以下「移動タンク貯蔵所」という。）を含む。以下同じ。）以

外の場所でこれを貯蔵し、又は製造所、貯蔵所及び取扱所以外の場所でこれを取り扱つ

てはならない。ただし、所轄消防長又は消防署長の承認を受けて指定数量以上の危険物

を、十日以内の期間、仮に貯蔵し、又は取り扱う場合は、この限りでない。 

危険物の規制に関する政令 

第二条 法第十条の貯蔵所は、次のとおり区分する。 

一 屋内の場所において危険物を貯蔵し、又は取り扱う貯蔵所（以下「屋内貯蔵所」という。） 

危険物の規制に関する規則 

第三十四条 令第二十条第一項第二号の総務省令で定める製造所、屋内貯蔵所、屋外タンク

貯蔵所、屋内タンク貯蔵所、屋外貯蔵所、給油取扱所、第二種販売取扱所及び一般取扱

所は、次の各号のとおりとする。 

二 屋内貯蔵所のうち、前条第一項第二号に掲げるもの以外のもので、令第十条第二項

の屋内貯蔵所若しくは第十六条の二の三第二項の屋内貯蔵所にあっては指定数量以上

の、その他のものにあっては指定数量の十倍以上の危険物（第七十二条第一項に規定す

る危険物を除く。）を貯蔵し、若しくは取り扱うもの（高引火点危険物のみを貯蔵し、

又は取り扱うものを除く。）、貯蔵倉庫の延べ面積が百五十平方メートルを超えるもの

又は令第十条第三項の屋内貯蔵所 
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２ 令第二十条第一項第二号の規定により、前項各号に掲げる製造所、屋内貯蔵所、屋

外タンク貯蔵所、屋内タンク貯蔵所、屋外貯蔵所、給油取扱所、第二種販売取扱所及び

一般取扱所の消火設備の設置の基準は、次のとおりとする。 

一 製造所、屋内貯蔵所、屋外貯蔵所、給油取扱所、第二種販売取扱所及び一般取扱所

にあっては、第四種の消火設備をその放射能力範囲が建築物その他の工作物及び危険

物を包含するように設け、並びに第五種の消火設備をその能力単位の数値が危険物の

所要単位の数値の五分の一以上になるように設けること。 

危険物の規制に関する政令 

別表第五（第二十条関係）（部分） 

消火設備の区分 

第一種 屋内消火栓設備又は屋外消火栓設備 

第二種 スプリンクラー設備

第三種 

水蒸気消火設備又は水噴霧消火設備 

泡消火設備 

不活性ガス消火設備 

ハロゲン化物消火設備

粉末消火設備 

りん酸塩類等を使用するもの 

炭酸水素塩類等を使用するもの 

その他のもの 

第四種又は第五種 

棒状の水を放射する消火器 

霧状の水を放射する消火器 

棒状の強化液を放射する消火器 

霧状の強化液を放射する消火器 

泡を放射する消火器 

二酸化炭素を放射する消火器 

ハロゲン化物を放射する消火器

消火粉末を放射する消火器 

りん酸塩類等を使用するもの 

炭酸水素塩類等を使用するもの 

その他のもの 
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第五種 

水バケツ又は水槽 

乾燥砂 

膨張ひる石又は膨張真珠岩 

備考 

二 消火器は、第四種の消火設備については大型のものをいい、第五種の消火設備につい

ては小型のものをいう。 

第５廃棄物貯蔵棟では、使用済みの廃油を 200 L ドラム缶換算で約 100 本保管廃棄する

こととしている。廃油は危険物の類別の第四類に該当するものであり、約 100 本の量は指定

数量の倍数としては、5を超えない値となる。指定数量以上の危険物を貯蔵するものであり、

危険物の規制に関する規則から、第四種（大型消火器）並びに第五種（小型消火器）を各１

本の消火設備の設置を求められるが、公設消防と協議のうえ、裕度を見込んで第四種消火設

備（大型消火器：ABC 粉末消火器 50 型）を２本とし、第五種（小型消火器）１本と合わせ

て計 3本設置する。 

また、消防法施行令から消火設備の設置場所について関連する条文の抜粋を以下に示す。 

消防法施行令 

第十条  

２ 前項に規定するもののほか、消火器具の設置及び維持に関する技術上の基準は、次のと

おりとする。 

二 消火器具は、通行又は避難に支障がなく、かつ、使用に際して容易に持ち出すこと

ができる箇所に設置すること。 

第５廃棄物貯蔵棟は、室内には常時は人はおらず、室内に立ち入る場合は前面のほぼ全面

の扉を開放する構造としている。 

消防法施行令及び公設消防との協議により、第５廃棄物貯蔵棟内で火災が発生した場合、

駆け付けた人が室内に設置した消火器を使用することが困難となると想定されることから、

通行又は避難に支障がなく、かつ、使用に際して容易に持ち出すことができる第５廃棄物貯

蔵棟屋外に設置することとしている。 
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Ｑ1-5：別表ト-5-1-1 に記載の屋根のアスファルト防水層について、不燃性・難燃性を明記

すること。 

A1-05：第５廃棄物貯蔵棟の屋根のアスファルト防水層については、難燃性を有する建築基

準法関連告示の仕様規定に適合したものとしています。 

平成 12 年建設省告示第 1365 号「防火地域又は準防火地域内の建築物の屋根の構造方法を

定める件」において、屋根の防火仕様が規定されています（仕様規定）。 

第５廃棄物貯蔵棟のアスファルト防水層はこの仕様規定を満足するように設計しています。

【解説１】 

一方、仕様規定に合致しない場合であっても、仕様規定と同等の性能が確保される場合は、

個別に製品ごとに大臣認定を取得することが出来ます（性能規定）。 

性能により大臣認定を取得するための試験方法は、送風装置による一定気流下で火災時の

火の粉を想定した火源により加熱を行い、屋根の構造としての飛び火性能を評価するとい

うもので、ISO FDIS12468-1 に準拠しています。 

試験時間は 30 分で、その間試験体表面に沿った火炎の拡大や変化及び試験体を貫通する燃

え抜け及び裏面での着火の有無について計測します。 

試験の合否判定基準は「火炎の先端部が、試験体の端部まで達しないこと。試験体裏面で火

炎を伴う燃焼が観測されないこと。１×１cm を超える貫通孔が観察されないこと」となっ

ています。 

以上より、告示の仕様規定に合致したアスファルト防水層は、難燃性を有すると考えていま

す。 
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【解説１】 

○防火地域又は準防火地域内の建築物の屋根の構造方法を定める件

〔平成十二年五月二十五日建設省告示第千三百六十五号〕

建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第六十三条〔現行＝六二条＝平成三〇年六月法

律六七号により改正〕の規定に基づき、防火地域又は準防火地域内の建築物の屋根の構造方

法を次のように定める。

第一 建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号。以下「令」という。）第百三

十六条の二の二各号に掲げる技術的基準に適合する屋根の構造方法は、次に定める

ものとする。

一 不燃材料で造るか、又はふくこと。

二 屋根を準耐火構造（屋外に面する部分を準不燃材料で造ったものに限る。）と

すること。

三 屋根を耐火構造（屋外に面する部分を準不燃材料で造ったもので、かつ、その

勾配が水平面から三十度以内のものに限る。）の屋外面に断熱材（ポリエチレ

ンフォーム、ポリスチレンフォーム、硬質ポリウレタンフォームその他これら

に類する材料を用いたもので、その厚さの合計が五十ミリメートル以下のも

のに限る。）及び防水材（アスファルト防水工法、改質アスファルトシート防

水工法、塩化ビニル樹脂系シート防水工法、ゴム系シート防水工法又は塗膜防

水工法を用いたものに限る。）を張ったものとすること。

第二 令第百三十六条の二の二第一号に掲げる技術的基準に適合する屋根の構造方法は、

第一に定めるもののほか、難燃材料で造るか、又はふくこととする。
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Ｑ1-6：第５廃棄物貯蔵棟に関する火災区域（W5）の設計仕様の記載がない。可燃物がなく

ても、許可に基づく火災区域の仕様を明確にすること。 

第５廃棄物貯蔵棟火災区画の耐火仕様 

部位 仕様 耐火時間 出典 

鉄筋コンクリートの壁 厚さ 100 mm 以上 ２時間耐火構造 建設省告示 

第 1399 号 

防火戸（特定防火設備） 骨組を鉄材又は鋼材で造

り、両面に厚さが 0.5 mm

以上の鉄板又は鋼板を貼

ったもの 

１時間加熱面以外の面に

火炎を出さない構造 

建設省告示 

第 1369 号 

吸気ガラリ（特定防火設

備） 

鉄材又は鋼材で造られた

もので、鉄板又は鋼板の

厚さが 1.5 mm 以上のも

の 

１時間加熱面以外の面に

火炎を出さない構造 

建設省告示 

第 1369 号 
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Ｑ1-7：消防法上の可燃物の扱いについて、使用済みの廃油を収納する金属ドラム缶に対し

て防油堤の設置義務がないのか説明すること。 

A1-7: 

事業変更許可申請書 P25 では、第５廃棄物貯蔵棟内を第２種管理区域として汚染の発生

するおそれのない区域とし、防油堤を設置することとはしていない。 

第５廃棄物貯蔵棟では、使用済みの廃油を保管廃棄している。これらの保管廃棄にあたり、

消防法上防油堤の設置義務はないことを以下に示す。 

使用済みの廃油は、200 L ドラム缶換算で約 100 本保管廃棄することとしている。廃油は

危険物の類別の第四類に該当するものであり、約 100 本の量は指定数量の倍数としては、5

を超えない値となる。 

消防法及び危険物の規制に関する政令のうち第５廃棄物貯蔵棟の消防法上の分類につい

て、関係する条文の抜粋を以下に示す。 

消防法 

第十条 指定数量以上の危険物は、貯蔵所（車両に固定されたタンクにおいて危険物を貯蔵

し、又は取り扱う貯蔵所（以下「移動タンク貯蔵所」という。）を含む。以下同じ。）以

外の場所でこれを貯蔵し、又は製造所、貯蔵所及び取扱所以外の場所でこれを取り扱つ

てはならない。ただし、所轄消防長又は消防署長の承認を受けて指定数量以上の危険物

を、十日以内の期間、仮に貯蔵し、又は取り扱う場合は、この限りでない。 

危険物の規制に関する政令 

第二条 法第十条の貯蔵所は、次のとおり区分する。 

一 屋内の場所において危険物を貯蔵し、又は取り扱う貯蔵所（以下「屋内貯蔵所」という。） 

危険物の規制に関する規則 

（特定屋内貯蔵所の特例） 

第十六条の二の三 

２ 前項の屋内貯蔵所（次項に定めるものを除く。）のうち、その貯蔵倉庫が次の各号に掲

げる基準に適合するものについては、令第十条第一項第一号、第二号及び第五号から第

八号までの規定は、適用しない。 

一 貯蔵倉庫の周囲に、次の表に掲げる区分に応じそれぞれ同表に定める幅の空地を保有

すること。 

指定数量の倍数が五以下の屋内貯蔵所 空地の幅の指定なし 

二 一の貯蔵倉庫の床面積は、百五十平方メートルを超えないこと。 
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三 貯蔵倉庫は、壁、柱、床、はり及び屋根を耐火構造とすること。 

四 貯蔵倉庫の出入口には、随時開けることができる自動閉鎖の特定防火設備を設けるこ

と。 

五 貯蔵倉庫には、窓を設けないこと。 

指定数量以上の危険物を貯蔵するものであり、第５廃棄物貯蔵棟は屋内貯蔵所の中の特

定屋内貯蔵所に該当する。屋内貯蔵所に求められる要件は、以下になる。 

危険物の規制に関する政令 

第十条 屋内貯蔵所（次項及び第三項に定めるものを除く。）の位置、構造及び設備の技術

上の基準は、次のとおりとする。 

十一 液状の危険物の貯蔵倉庫の床は、危険物が浸透しない構造とするとともに、適当な

傾斜を付け、かつ、貯留設備を設けること。 

以上から消防法の関係法令からは、防油堤の要求はなく、貯留設備の設置を求められてい

る。 

第５廃棄物貯蔵棟の床は、危険物が浸透しない構造とするとともに、適当な傾斜を付け、か

つ、貯留設備を設けている。 
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Ｑ1-8：第５廃棄物貯蔵棟の屋外消火栓を不要する根拠を説明すること。 

A1-8： 

事業変更許可申請書 P10 では、消火設備を消防法に基づいて設置することを記載してい

る。事業変更許可申請書 P43 の表では、安全機能を有する施設として、第５廃棄物貯蔵棟

に、消火器を設置することを示しているが、消火栓は記載していない。また、事業変更許可

申請書 P5-115 の添５チ(ﾛ)の第３表では、消防法に基づく消火設備として、第５廃棄物貯蔵

棟に、消火器を設置することを示しているが、屋外消火栓は記載していない。 

第５廃棄物貯蔵棟に屋外消火栓を配置することを消防法で求められていないことを以下

に示す。 

消防法施行令のうち、屋外消火栓設備に係る条文の抜粋を以下に示す。 

消防法施行令 

第十九条 屋外消火栓設備は、別表第一（一）項から（十五）項まで、（十七）項及び（十

八）項に掲げる建築物で、床面積（地階を除く階数が一であるものにあっては一階の床

面積を、地階を除く階数が二以上であるものにあっては一階及び二階の部分の床面積

の合計をいう。第二十七条において同じ。）が、耐火建築物にあっては九千平方メート

ル以上、準耐火建築物（建築基準法第二条第九号の三に規定する準耐火建築物をいう。

以下同じ。）にあっては六千平方メートル以上、その他の建築物にあっては三千平方メ

ートル以上のものについて設置するものとする。 

２ 同一敷地内にある二以上の別表第一（一）項から（十五）項まで、（十七）項及び

（十八）項に掲げる建築物（耐火建築物及び準耐火建築物を除く。）で、当該建築物相

互の一階の外壁間の中心線からの水平距離が、一階にあっては三メートル以下、二階に

あっては五メートル以下である部分を有するものは、前項の規定の適用については、一

の建築物とみなす。 

第５廃棄物貯蔵棟は、耐火建築物に該当し、消防法施行令第十九条第１項では耐火建築物

の要求が適用される。第５廃棄物貯蔵棟の床面積は約 70 m2であることから、第１項からは

屋外消火栓の設置要求はない。また、本加工施設敷地内には二以上の建築物があり、第５廃

棄物貯蔵棟を含め耐火建築物に分類される建築物の床面積を合算した床面積は約3520 m2と

なり、第２項の要求により屋外消火栓設置を必要とする 9000 m2未満である。 

また、危険物の規制に関する政令のうち、消火設備に係る条文の抜粋を以下に示す。 
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第二十条 消火設備の技術上の基準は、次のとおりとする。 

二 製造所、屋内貯蔵所、屋外タンク貯蔵所、屋内タンク貯蔵所、屋外貯蔵所、給油取扱所、第二種販売取扱所及び一般取扱所のうち、その規模、貯蔵

し、又は取り扱う危険物の品名及び最大数量等により、火災が発生したとき消火が困難と認められるもので総務省令で定めるものは、総務省令で定

めるところにより、別表第五に掲げる対象物について同表においてその消火に適応するものとされる消火設備のうち、第四種及び第五種の消火設備

を設置すること。 

別表第五（第二十条関係）部分 

消火設備の区分 

対象物の区分 

第四類の危険物 

第一種 屋内消火栓設備又は屋外消火栓設備 

第二種 スプリンクラー設備

第三種 

水蒸気消火設備又は水噴霧消火設備 ○ 

泡消火設備 ○ 

不活性ガス消火設備 ○ 

ハロゲン化物消火設備 ○ 

粉末消火設備 

りん酸塩類等を使用するもの ○ 

炭酸水素塩類等を使用するもの ○ 

その他のもの 

第四種又は第五種 
棒状の水を放射する消火器 

霧状の水を放射する消火器 1
2
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棒状の強化液を放射する消火器 

霧状の強化液を放射する消火器 ○ 

泡を放射する消火器 ○ 

二酸化炭素を放射する消火器 ○ 

ハロゲン化物を放射する消火器 ○ 

消火粉末を放射する消火器 

りん酸塩類等を使用するもの ○ 

炭酸水素塩類等を使用するもの ○ 

その他のもの 

第五種 

水バケツ又は水槽 

乾燥砂 ○ 

膨張ひる石又は膨張真珠岩 ○ 

備考 

一 ○印は、対象物の区分の欄に掲げる建築物その他の工作物、電気設備及び第一類から第六類までの危険物に、当該各項に掲げる第一種から第五種ま

での消火設備がそれぞれ適応するものであることを示す。 

二 消火器は、第四種の消火設備については大型のものをいい、第五種の消火設備については小型のものをいう。 

三 りん酸塩類等とは、りん酸塩類、硫酸塩類その他防炎性を有する薬剤をいう。 

四 炭酸水素塩類等とは、炭酸水素塩類及び炭酸水素塩類と尿素との反応生成物をいう。 

第５廃棄物貯蔵棟で保管廃棄する使用済みの廃油は、危険物の類別の第四類に該当する。第四類の危険物に対しては、第一種屋外消火栓設備は適応とは

されていない。 

以上より、第５廃棄物貯蔵棟には消防法上屋外消火栓は配置する必要がないとしている。 1
3



1-09

Ｑ1-9：設工認の審査の進め方については、「試験研究用原子炉施設における新規制基準への

適合性審査に係る今後の進め方」（平成２８年２月１７日原子力規制委員会）の報告に基づ

き、基本的に発電用原子炉施設に係る工事計画認可の審査及び使用前検査の進め方と同様

の方針とし、発電用原子炉施設の工事計画に係る手続きガイドを参考に審査を進めている

ところで、耐震重要度分類第３類の施設については、耐震計算書の添付まで求めていないが、

建築基準法に基づく規制の状況（建築確認・耐震評定・計画認定の手続きの状況）について

は説明すること。 

A1-9: 本設工認において、加工施設（建物・構築物）のうち、耐震重要度分類第３類である
第１加工棟及び第５廃棄物貯蔵棟については、補正申請書においては耐震計算書の添付は

省略し、必要なインプット及びアウトプットを本文（仕様表、別表）に記載する。 

また、建築基準法関係に基づく建築確認等の履歴を本文（仕様表、別表）に、新規制基準へ

の適合のための補強設計における耐震改修促進法に基づく評定における審査事項も本文

（仕様表、別表）に示す。 

これらを次頁以降に示します。 
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Q1-12 ドラム缶の固縛方法、第１類相当の固縛を行ったとする評価結果を明記すること。 

廃棄物を保管廃棄するドラム缶に対する考慮 

（事業許可申請書 別添５ヌ(ｲ)－１ 抜粋） 

ドラム缶を段積みして保管する場合は、当社が外部試験機関で実施した添表１－２に示す加

振試験により実証した最上段のドラム缶をパレット及び金属治具により固縛する方法（添図１

－３）によって、地震の影響でドラム缶が落下、転倒しないように対策を講じる。さらにパレ

ットを連結させて転倒耐力高める対策を講じる。これら最上段のドラム缶の固縛及びパレット

連結の対策による効果については、電力中央研究所でも報告されている。*1*2 

また、ドラム缶の蓋をリングバンドで固定し、ドラム缶内の収納物はプラスチック袋に収納

し、固体廃棄物が漏えいしない措置を講じる。 

評価においては、保守的にドラム缶の落下転倒する割合を 10％とし、転倒したドラム缶のう

ち蓋が開く割合を 10％とし、蓋が開いたドラム缶から固体廃棄物が漏えいする割合を 10％とし

て、DR＝0.1×0.1×0.1＝0.001 を設定する。 

なお、新潟県中越沖地震時の当該地域施設において、落下、転倒防止対策を講じる前のドラ

ム缶約 26,000 本のうち、転倒したドラム缶は 438 本（1.7%）で、そのうち 41 本（9.4%）で蓋

が開いたことが確認されているが、倉庫内の空気中放射性物質濃度から放射性物質が検出され

ていないこと（0%）から、DR の設定条件に十分な保守性を見込んでいると考える。*3 

一段積みする場合においても、ラッシングベルト等により複数本まとめて固縛する方法（添

図１－２）によって、転倒を防止する対策を講じる。 

添表１－２ ドラム缶耐震試験結果 

試験１ 試験２ 

試験装置 大型三次元試験台 同左 

試験体 ３段×２列×２行 同左 

固縛方法 最上段のみ固定 ３段全体固定 

使用波形 

・兵庫県南部地震波（神戸海洋気象台、891 gal） ・兵庫県南部地震波（神戸海洋気象台、891 gal） 

・新潟県中越沖地震波（柏崎、813 gal）

・新潟県中越地震波（小千谷、1500 gal）

加振軸 ３軸同時加振 同左 

試験結果 最大加振力（２回）において落下・転倒なし。 最大加振力（各１回）において落下・転倒なし。 

*1 電力中央研究所報告「固体廃棄物貯蔵ドラム缶の地震時転倒耐力検討（その１）」、N10019

*2 電力中央研究所報告「固体廃棄物貯蔵ドラム缶の地震時転倒耐力検討（その２）」、N10020

*3 新潟県 「新潟県中越沖地震記録誌」第７章
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添図１－２ 最上段のみ固定時の固縛方法 添図１－３ ３段全体の固定時の固縛方法

固縛治具 固縛治具

ドラム缶

パレット
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Ｑ1-17：ヘ-67 に記載の接着系アンカー（あと施工アンカー）はＪＩＳ規格にはないので、

設計基準強度を出典とともに記載すること。 

A1-17：引抜き耐力は以下のとおりである。出典を次ページ以降に示す。 

出 典：既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震改修設計指針 

引抜終局強度：39.4 kN（アンカー筋 D19） 
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Q1-19：第１－１輸送物保管区域における輸送容器の固定措置の詳細について説明すること。

（ストッパの有無など）

第１－１輸送物保管区域における地震による損傷防止としては、耐震重要度分類第３類

相当の固定措置を講じることとしているが、第１－１輸送物保管区域で貯蔵に用いる可能

性のある輸送容器（TNF-XI 型（粉末）、GP-01（ペレット）、NFI-V（燃料集合体又は燃料棒組

立体）は、耐震重要度分類第３類相当の荷重（水平震度 0.4G）により転倒するおそれがな

く、ストッパ等による固定措置を講じる必要がないことを以下のように確認している。 

１．第１－１輸送物保管区域で貯蔵に用いる可能性のある輸送容器 

第１－１輸送物保管区域で貯蔵に用いる可能性のある輸送容器は次の３つである。 

①TNF-XI 型（粉末）

②GP-01 型（ペレット）

③NFI-V 型（燃料集合体又は燃料棒組立体）

２．転倒評価 

２．１ 評価方法 

輸送物の自重 M による安定モーメントと、地震力による転倒モーメントの比較で行

う。安定モーメントが転倒モーメントより大きい場合（安定度>1）、転倒しないとする。 

安定モーメント Ms＝W・L  （W：輸送物重量、L：x方向重心位置） 

転倒モーメント Mt＝W・K・H （W：輸送物重量、K：水平震度、H：y方向重心位置） 

安定度＝Ms/Mt 

ここで、想定する水平震度は、耐震重要度分類第３類相当の荷重として 0.4G とする。 
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Ｑ1-28：付属 1-6-4 表 1-6-4 構造スラブに入力する積載荷重の根拠及び出典を示すこと。 

１．１階の積載荷重について 

【１階：床用積載荷重】 

はい作業時の局所的な最大荷重を算出し、保守的に床全面に同様の荷重が積載するこ

とを仮定する。 

・作業者（4～5人） ＝  300 kg

・ドラム缶（200 kg+23 kg）×4本×2段 ＝ 1784 kg 

・パレット 45 kg×2 枚、スキッド 100 kg×1 枚 ＝  190 kg 

・2.5 ton リーチフォーク ＝ 2900 kg

・リーチフォークのホイルベース 1.7 m×全幅 1.2 m ＝ 2.04 m2 

より、 

（300+1784+190+2900）/2.04＝2537 kg/㎡ 

⇒ 保守的に 5000 kg/㎡（50000 N/㎡）とする。

【１階：大梁、柱又は基礎の構造計算用積載荷重】 

床用積載荷重と地震力用積載荷重の平均値とする。 

⇒（5000＋1000）/2 ＝ 3000 kg/㎡（30000 N/㎡） 
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【１階：地震力用積載荷重】 

最大貯蔵時の状態を想定する。 

・ドラム缶（200 kg+23 kg）×4本×2段 ＝ 1784 kg 

・パレット 45 kg×2 枚、スキッド 100 kg×1 枚 ＝  190 kg 

・１ユニット（ドラム缶４本×２段）あたりの重量 ＝ 1974 kg 

最大貯蔵時、第５廃棄物貯蔵棟内には 3 列×6 行＝18 ユニット貯蔵するため総重量は

1974 kg×18 ＝ 35532 kg 

床面積で総重量を割ると、35532 kg / 64.88 m2 ＝ 547.7 kg/m2 

⇒ 保守的に 1000 kg/m2（10000 N/m2）とする。

２．Ｒ階用の積載荷重について 

【Ｒ階・屋根スラブ用積載荷重】 

建築基準法施行令第 85 条 ： 180 kg/m2 

⇒ 180 kg/㎡を保守的に 220 kg/㎡（2200N/ m2）とする。

【Ｒ階・大梁、柱又は基礎の構造計算用積載荷重】 

屋根スラブ用積載荷重と地震力用積載荷重の平均値とする。 

⇒（220＋160）/2 ＝ 180 kg/㎡（1800 N/㎡） 

【Ｒ階・地震力用積載荷重】 

建築基準法施行令第 85 条 ：  60 kg/m2 

⇒ 保守的に 160 kg/m2（1600 N/m2）とする。
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Q2-01 本申請に係る詳細設計段階において、許可からの変更している事項については、添付説明書で変更箇所、変更理由及び変更しても問題ない根拠を

説明すること。 

A2-01： 

本申請に係る設計及び工事の詳細設計における検討結果により、加工事業変更許可において記載している安全機能を有する施設の説明に一部変更が生

じた。施設の順に変更点について次ページ以降に示す。 

4
6
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表へ 加工事業変更許可において記載している安全機能を有する施設の説明からの変更点（核燃料物質の貯蔵施設） 

建物・構築物又は設備・機器名称 

機器名 

加工事業変更許可申請書における 

記載内容 

本設工認申請における 

記載内容 

変更に関する説明 

・第１加工棟

＜火災区画の変更＞ 事業変更許可申請書本文Ⅰ 加工施設の位置、構造及び

設備、ロ．加工施設の一般構造、(ﾆ) 火災及び爆発の防止

に関する構造 では、加工施設の建物内で火災が発生し

た場合、建物内の火災の延焼を防止するため、建物内の耐

火壁により囲まれ、他の区域と分離した火災防護上の区

画として、火災区域を設定し、核燃料物質等の性状、取扱

量等を考慮して火災区画を設定することを記載している

（P11）。 

また、添付書類５、チ．火災・爆発に対する安全設計、

(ﾊ) 火災影響評価 では第１加工棟内の火災区画は、１

Ｐ－１～１Ｐ－４の４つに区画すること、内部火災影響

評価の結果、各火災区画の等価時間が、耐火時間を超えな

いことを記載している（P5-124）。

設工認申請書表ヘ－２－１ 第

１加工棟 仕様の火災等による損

傷の防止で、火災区画を１Ｐ－１

～１Ｐ－５の５つに区画すること

を記載している。 

設工認申請書添付書類２の付属

書類２で改めて内部火災影響評価

を行い、各火災区画の等価時間が

耐火時間を超えないことを確認し

ている。 

事業変更許可申請書では各火災区画の等価時

間が耐火時間を超えない設計とすることを記載

している。 

本設工認申請で火災が発生した場合の影響範

囲を小さくするために火災区画を細分化する変

更を行ったが、火災区画の耐火時間を超えない

ことを確認しており、事業変更許可申請書に示

した基本的な設計方針に変更はない。 

＜自動火災報知設備の配置＞ 事業変更許可申請書本文Ⅰ 加工施設の位置、構造及び

設備、ロ．加工施設の一般構造、(ﾆ) 火災及び爆発の防止

に関する構造 では、万一の火災を早期に感知し報知す

るための火災感知設備である自動火災報知設備を消防法

に基づき設置することを記載している（P10）。 

また、別添５チ(ﾛ)－３ では、第１加工棟の自動火災

報知設備（感知器）について加工事業変更許可申請時に想

定していた自動火災報知設備（感知器）の配置図を示して

いる（P添５別チ-14）。 

設工認申請書表ヘ－２－１ 第

１加工棟 仕様の技術基準に対す

る仕様のうち、火災等による損傷

の防止で、消防法に基づき火災感

知設備 自動火災報知設備（感知

器）及び火災感知設備 自動火災

報知設備（受信機）を設置し、火

災が発生した場合に警報を発する

設計としていることを示してい

る。 

また、図リ－４－１－３ 第１

加工棟 火災感知設備配置 で、

第１加工棟の火災感知設備 自動

火災報知設備（感知器）の配置図

を示している。 

事業変更許可申請書では自動火災報知設備を

消防法に基づき設置することを記載している。 

配置、員数の変更は耐震補強のために第１加

工棟の天井ボードを撤去することに伴うもの

で、天井ボードを撤去した場合、事業許可申請書

で天井裏に設置と記載している熱感知器（スポ

ット型）は、消防法施行規則第 23 条により、天

井高さが 8 m 以上になる箇所については煙感知

器に変更する必要がある。煙感知器は、設置単位

の床面積が、熱感知器より広くなるため、公設消

防と協議の上、配置、員数を変更したものであ

る。熱感知器（分布型）は、耐震補強の観点から

煙感知器に変更するものであり、設置単位の床

面積は消防法に従っている。自動火災報知設備

を消防法に基づき設置するものであり、事業変

更許可申請書に示した基本的な設計方針に変更

はない。 

4
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表へ 加工事業変更許可において記載している安全機能を有する施設の説明からの変更点（核燃料物質の貯蔵施設）（続き）

建物・構築物又は設備・機器名称 

機器名 

加工事業変更許可申請書における 

記載内容 

本設工認申請における 

記載内容 

変更に関する説明 

・第１加工棟

＜外扉の竜巻対策＞ 事業変更許可申請書本文Ⅰ 加工施設の位置、構造及び

設備、ロ．加工施設の一般構造、(ﾄ) その他の主要な構

造、(1) 外部からの衝撃による損傷の防止、(ⅰ) 竜巻 

では、F1 の竜巻（風速 33～49 m/s）の最大風速 49 m/s を

想定する竜巻の規模に設定し、この設計竜巻に対し安全

機能を有する施設が安全機能を損なわない設計とすると

記載している（P17）。 

また、添付書類５、ト．地震・津波以外の自然現象に対

する安全設計、(3) 竜巻に対する安全設計 では、竜巻

対策として、第１加工棟の外扉については、扉及び留め具

の補強を行うことを記載している（P5-91）。 

設工認申請書表ヘ－２－１ 第１加工棟 

仕様の技術基準に対する仕様のうち、外部

からの衝撃による損傷の防止の竜巻で外部

扉の耐竜巻設計として、「外部扉の改造」、

「シャッタを鋼製扉に改造」の２つの改造

を示している。 

事業変更許可申請書では、設計竜巻に

対し安全機能を有する施設が安全機能

を損なわない設計とすることを記載し

ている。 

第１加工棟外扉の耐竜巻設計の方法

を扉の補強から改造に変更したが、F1

の竜巻に対し安全機能を有する施設が

安全機能を損なわない設計であり、事業

変更許可申請書に示した基本的な設計

方針に変更はない。 

＜外部火災影響評価＞ 事業変更許可申請書本文Ⅰ 加工施設の位置、構造及び

設備、ロ．加工施設の一般構造、(ﾄ) その他の主要な構

造、(1) 外部からの衝撃による損傷の防止、(ⅷ) 外部火

災 では、加工施設の建物は、火災に対して危険距離以上

及び爆発に対して危険限界距離以上の離隔距離を確保す

るか、離隔距離を確保できない場合は、一般高圧ガス保安

規則で定める第一種設備距離の２倍以上の離隔距離を確

保する又は建物外壁の鉄筋コンクリートを増し打ちする

ことで、建物外壁が受ける圧力の衝撃を緩和することを

示している（P19）。 

第１加工棟は、既存建物であり立地は確定しているが、

第１高圧ガス貯蔵施設及びボンベ置場(1)については、移

設する予定としており、添付書類５、リ．その他の安全設

計、(2) 近隣工場等の火災・爆発、(ⅲ) 外部火災の影響

評価 では、第１高圧ガス貯蔵施設及びボンベ置場(1)の

移設予定の位置における評価結果を示し、火災に対して

危険距離以上及び爆発に対して危険限界距離以上の離隔

距離を確保していることを示した（P5-143～P5-160）。 

設工認申請書表ヘ－２－１ 第１加工棟 

仕様の技術基準に対する仕様のうち、外部

からの衝撃による損傷の防止の森林火災、

外部火災 では、第１加工棟建物は想定す

る火災源に対し、その影響を受けないため

の離隔距離が、危険距離以上となることを

確認している。また、想定する爆発源に対

して、その影響を受けないための離隔距離

が、危険限界距離以上となること又は一般

高圧ガス保安規則で定める第一種設備距離

の２倍以上の離隔距離を確保していること

を確認していると示している。 

本設工認申請に先立って、第１高圧ガス

貯蔵施設及びボンベ置場(1)の移設位置を

確定させたため、設工認申請書付属書類４

で、確定した位置における爆発影響評価を

行い、危険限界距離以上の離隔距離を確保

していることを示した。 

事業変更許可申請書では、第１加工棟

と第１高圧ガス貯蔵施設及びボンベ置

場(1)との離隔距離が、危険限界距離以

上となるように設計することを記載し

ている。 

ボンベ置場(1)の移設予定の移設位置

における評価の結果、ボンベ置場(1)の

火災に対して危険限界距離以上の離隔

距があることを確認していることから、

事業変更許可申請書に示した基本的な

設計方針に変更はない。 

4
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表へ 加工事業変更許可において記載している安全機能を有する施設の説明からの変更点（核燃料物質の貯蔵施設）（続き）

建物・構築物又は設備・機器名称 

機器名 

加工事業変更許可申請書における 

記載内容 

本設工認申請における 

記載内容 

変更に関する説明 

・第１－１貯蔵容器保管設備 第１

－１貯蔵容器保管区域 

・粉末・ペレット貯蔵容器 I型

・第１－１燃料集合体保管設備

第１－１燃料集合体保管区域

・第１－１輸送物保管区域

変更箇所はない。 

5
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表ト 加工事業変更許可において記載している安全機能を有する施設の説明からの変更点（放射性廃棄物の廃棄施設）（続き） 

建物・構築物又は設備・機器名称 

機器名 

加工事業変更許可申請書における記載内容 本設工認申請における 

記載内容 

変更に関する説明 

・第５廃棄物貯蔵棟

＜自動火災報知設備の配置＞ 事業変更許可申請書本文Ⅰ 加工施設の位置、構造及び

設備、ロ．加工施設の一般構造、(ﾆ) 火災及び爆発の防止

に関する構造 では、万一の火災を早期に感知し報知す

るための火災感知設備である自動火災報知設備を消防法

に基づき設置することを記載している（P10）。 

また、別添５チ(ﾛ)－３ では、第５廃棄物貯蔵棟の自

動火災報知設備（感知器）について、加工事業変更許可申

請時に想定していた自動火災報知設備（感知器）の配置図

を示している（P添５チ-19）。 

設工認申請書表ト－５－１ 第

５廃棄物貯蔵棟 仕様の技術基準

に対する仕様のうち、火災等による

損傷の防止で、消防法に基づき火災

感知設備 自動火災報知設備（感知

器）を設置し、火災感知設備 自動

火災報知設備（受信機）に接続して

火災が発生した場合に警報を発す

る設計としていることを示してい

る。 

また、図リ－４－１－６で、第５

廃棄物貯蔵棟の建物の詳細設計結

果を踏まえた自動火災報知機（感知

器）の配置図を示している。 

事業変更許可申請書では、自動火災報知設備

を消防法に基づき設置すると記載している。 

配置、員数の変更は、第５廃棄物貯蔵棟の屋

根を鉄筋コンクリート造とする見直しの結果、

天井部分に 0.4 m 以上突出した梁を 2 ヶ所設

けることとなり、消防法施行規則第 23 条によ

り、天井部分に 0.4 m 以上突出した梁がある場

合、感知区域（梁によって区画された部分）ご

とに感知器の設置が求められることから、公設

消防と協議の上、消防法に基づいて３台設置す

るように変更したものである。 

これは自動火災報知設備を消防法に基づき

設置するものであり、事業変更許可申請書に示

した基本的な設計方針に変更はない。 

＜消火器の配置＞ 事業変更許可申請書本文Ⅰ 加工施設の位置、構造及び設

備、ロ．加工施設の一般構造、(ﾆ) 火災及び爆発の防止に

関する構造 では、初期消火を行うための粉末消火器、屋

内消火栓、屋外消火栓、可搬式ポンプ等の消火設備を消防

法に基づき設置すると記載している（P10） 

また、別添５チ(ﾛ)－３ では、第５廃棄物貯蔵棟の消火

器について、加工事業変更許可申請時に想定していた消

火器の配置（50 型 2本）を示している（P添５別チ-20）。 

設工認申請書表ト－５－１ 第５

廃棄物貯蔵棟 仕様の技術基準に

対する仕様のうち、火災等による損

傷の防止で、消火設備については、

消防法、危険物の規制に関する政令

に基づき消火設備 屋外消火栓及

び消火設備 消火器を設置してい

ることを示している。 

また、図リ－４－１－６ 第５廃棄

物貯蔵棟 緊急設備配置図で、第５

廃棄物貯蔵棟の消火設備 消火器

の配置図（50 型 2 本、10 型 1 本）

を示している。 

事業変更許可申請書では、消火設備を消防法

に基づき設置すると記載している。 

公設消防との協議の上、消防法に基づいてい

ることが明確になる員数、配置に変更したが初

期消火を行うための粉末消火器を消防法に基

づき設置するものであり、事業変更許可申請書

に示した基本的な設計方針に変更はない。 
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表ト 加工事業変更許可において記載している安全機能を有する施設の説明からの変更点（放射性廃棄物の廃棄施設）（続き） 

建物・構築物又は設備・機器名称 

機器名 

加工事業変更許可申請書における記載内容 本設工認申請における 

記載内容 

変更に関する説明 

・第５廃棄物貯蔵棟

＜外部火災影響評価＞ 事業変更許可申請書本文Ⅰ 加工施設の位置、構造及び

設備、ロ．加工施設の一般構造、(ﾄ) その他の主要な構

造、(1) 外部からの衝撃による損傷の防止、(ⅷ) 外部火

災 では、加工施設の建物は、火災に対して危険距離以上

及び爆発に対して危険限界距離以上の離隔距離を確保す

るか、離隔距離を確保できない場合は、一般高圧ガス保安

規則で定める第一種設備距離の２倍以上の離隔距離を確

保する又は建物外壁の鉄筋コンクリートを増し打ちする

ことで、建物外壁が受ける圧力の衝撃を緩和することを

示している（P19）。第５廃棄物貯蔵棟は、新設建物であ

り事業変更許可申請時には詳細な位置や建物の大きさは

確定していなかった。また、第１高圧ガス貯蔵施設及びボ

ンベ置場(1)については、移設する予定としており、添付

書類５、リ．その他の安全設計、(2) 近隣工場等の火災・

爆発、(ⅲ) 外部火災の影響評価 では、第１高圧ガス貯

蔵施設及びボンベ置場(1)の移設予定の位置における評

価結果を示し、火災に対して危険距離以上及び爆発に対

して危険限界距離以上の離隔距離を確保していることを

示した（P5-143～P5-160）。

本設工認申請に先立って、第５廃

棄物貯蔵棟の詳細な位置、建物の大

きさ、第１高圧ガス貯蔵施設及びボ

ンベ置場(1)の移設位置を確定させ

たことから、設工認申請書付属書類

４で、各施設の確定した位置におけ

る外部火災影響評価を行い、火災に

対して危険距離以上及び爆発に対

して危険限界距離以上の離隔距離

を確保していることを示した。

また、第５廃棄物貯蔵棟の森林火

災影響評価において、離隔距離の評

価は事業変更許可では過剰な保守

性を見込んだ評価となっていたた

め、付属書類４別添に示すように実

際の距離に合わせて評価を見直し

た。 

事業許可申請書では、第５廃棄物貯蔵棟と第

１高圧ガス貯蔵施設及びボンベ置場(1)の離隔

距離が、危険限界距離以上となるように設計す

ることを記載している。 

第５廃棄物貯蔵棟の詳細な位置、建物の大き

さ、第１高圧ガス貯蔵施設及びボンベ置場(1)

の移設位置を確定したときの評価において第

５廃棄物貯蔵棟と第１高圧ガス貯蔵施設及び

ボンベ置場(1)の離隔距離が、危険限界距離以

上となることから、事業変更許可申請書に示し

た基本的な設計方針に変更はない。 

また、事業許可申請書では、第５廃棄物貯蔵

棟は、近隣の森林火災を想定し、第５廃棄物貯

蔵棟と近隣の森林火災の離隔距離が、危険限界

距離以上となるように設計することを記載し

ている。 

本設工認申請で、事業許可申請書に示した離

隔距離の過剰な保守性を見込まない評価に変

更したが、第５廃棄物貯蔵棟と近隣の森林火災

の離隔距離が、危険限界距離以上となることか

ら、事業変更許可申請書に示した基本的な設計

方針に変更はない。 
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表リ 加工事業変更許可において記載している安全機能を有する施設の説明からの変更点（その他の加工施設） 

建物・構築物又は設備・機器名称 機器名 加工事業変更許可申請書における 

記載内容 

本設工認申請における 

記載内容 

変更に関する説明 

・遮蔽壁 遮蔽壁 No.1

・遮蔽壁 遮蔽壁 No.4
変更箇所はない 

・防護壁 防護壁 No.1

＜設備名称＞ 事業許可申請書本文Ⅰ 加工施設の位置、構造

及び設備、ロ．加工施設の一般構造、(ﾄ) その他

の主要な構造、(12) 建物・構築物 では、第１

加工棟北側屋外に防護壁 No.1、防護壁 No.2 の２

つの防護壁を設置することを示していた。これ

ら２つの防護壁は、鉄筋コンクリート造とし、不

燃性材料で作る耐火性を有し、耐震重要度分類

第１類としていた（P24）。 

この 2つの防護壁は、別添５ヌ(ﾛ)－１の添図

１－１ に示すように第１加工棟にトラックウ

ィング車が衝突することを防止する壁として設

置することを示していた（P添５別ヌ-15）。 

表リ－３－１で第１加工

棟北側屋外の防護壁 No.1、防

護壁 No.2 は、防護壁自体の

地震及び竜巻に対する強度

を確保するため基礎を共有

する一体の構築物とするこ

ととしたためこれらを統合

し、防護壁 防護壁 No.1 と

して設計し、鉄筋コンクリー

ト造で不燃性材料で造る耐

火性を有し、耐震重要度分類

は第１類とすることを示し

ている。

事業許可申請書では、第１加工棟北側に防護壁

を２つ設置し、それぞれ鉄筋コンクリート造で不

燃性材料で造る耐火性を有し、耐震重要度分類は

第１類竜巻飛来物の対策を行うことを記載してい

る。 

設工認申請書に示した防護壁 防護壁 No.1 は、

地上部で２つの壁を有する構造であり、第１加工

棟の竜巻飛来物対策としての安全機能を有してい

る。また、鉄筋コンクリート造で不燃性材料で造る

耐火性を有し、耐震重要度分類は第１類としてお

り、事業変更許可申請書に示した基本的な設計方

針に変更はない。 

・緊急設備 非常用照明

・緊急設備 誘導灯

・緊急設備 避難通路

・通信連絡設備 所内通信連絡設備（放送設備

（スピーカ））

・通信連絡設備 所内通信連絡設備（放送設備

（アンプ））

・通信連絡設備 所内通信連絡設備（所内携帯電

話機（PHS アンテナ） 

・火災感知設備 自動火災報知機（感知器）

・火災感知設備 自動火災報知機（受信機）

・消火設備 消火器

・消火設備 屋外消火栓

・消火設備 屋外消火栓配管

建物の付属設備としていることから、各建物

の項目で示す。 
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Q2-11：許可との対応について、管理番号と本申請における設備・機器の名称は、「建物・構

築物」「設備・機器名称」欄に記載すること。 

建物の一般仕様に関する仕様表は、事業変更許可申請書で設備番号を整理して示してい

なかったこと及び施設名称に付属設備の記載が漏れていたことから、赤字の部分のように

見直すこととする。 

（第１加工棟の例） 

許可との対応 

許可番号（日付） 
原規規発第 1803284 号（平成 30 年 3 月 28 日付け） 

平成･18･10･31 原第 30 号（平成 19 年 6月 1 日付け） 

施設名称 

第１加工棟 

避難通路 

非常用照明、誘導灯 

所内通信連絡設備 

自動火災報知設備 

消火器 

消火栓 

設備・機器名称 

機器名 

{1001}第１加工棟 （付属設備） 

{8035}緊急設備 避難通路 

{8038}緊急設備 非常用照明 

{8038-2}緊急設備 誘導灯 

{8007-7}通信連絡設備 所内通信連絡設備（放送設

備（スピーカ、アンプ）） 

{8007-8}通信連絡設備 所内通信連絡設備（所内携

帯電話機（PHS アンテナ）） 

{8009-5}火災感知設備 自動火災報知設備（感知器） 

{8009-6}火災感知設備 自動火災報知設備（受信機） 

{8010-5}消火設備 消火器 

{8012-2}消火設備 屋外消火栓 

{8012-5}消火設備 屋外消火栓（仮移設の配管部分） 

第５廃棄物貯蔵棟も同様に見直すこととする。 

なお、第１加工棟に設置するガンマ線エリアモニタ（検出器）は放射線管理施設とし

て、チの項目で仕様をまとめている。 
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Ｑ2-26：消防法に基づき設置するとしている自動火災報知設備について、設工認と許可で員

数が異なるので確認すること（図リ-4-1-3（P リ-41）の配置は、天井の撤去を考

慮しても許可の記載と大きく異なる）。 

事業変更許可申請書 P10 では、万一の火災を早期に感知し報知するための火災感知設備

である自動火災報知設備を消防法に基づき設置すると記載している。また、火災感知設備の

設置については、消防法の設置基準に対して裕度のある設計とすることを記載している。 

消防法施行規則 

第二十三条 

４ 自動火災報知設備の感知器の設置は、次に定めるところによらなければならない。 

二 取付け面の高さに応じ、次の表で定める種別の感知器を設けること。 

取付け面の高さ 感知器の種別 

四メートル未満 
差動式スポット型、差動式分布型、補償式スポット型、定温式、イオン化式ス

ポット型又は光電式スポット型 

四メートル以上八メー

トル未満

差動式スポット型、差動式分布型、補償式スポット型、定温式特種若しくは一

種、イオン化式スポット型一種若しくは二種又は光電式スポット型一種若しく

は二種 

八メートル以上十五メ

ートル未満 

差動式分布型、イオン化式スポット型一種若しくは二種又は光電式スポット型

一種若しくは二種 

十五メートル以上二十

メートル未満
イオン化式スポット型一種又は光電式スポット型一種

三 差動式スポット型、定温式スポット型又は補償式スポット型その他の熱複合式スポ

ット型の感知器は、次に定めるところによること。 

ロ 感知器は、感知区域（それぞれ壁又は取付け面から〇・四メートル（差動式分布型

感知器又は煙感知器を設ける場合にあつては〇・六メートル）以上突出したはり等に

よつて区画された部分をいう。以下同じ。）ごとに、感知器の種別及び取付け面の高

さに応じて次の表で定める床面積（多信号感知器にあつては、その有する種別に応じ

て定める床面積のうち最も大きい床面積。第四号の三及び第七号において同じ。）に

つき一個以上の個数を、火災を有効に感知するように設けること。 
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取付け面の高さ 

感知器の種別 

差動式スポット

型 

補償式スポット

型 
定温式スポット型 

一種 二種 一種 二種 特種 一種 二種 

四メートル未満 

主要構造部を耐火構造とし

た防火対象物又はその部分 

平方メ

ートル 

九十 

平方メ

ートル 

七十 

平方メ

ートル 

九十 

平方メ

ートル 

七十 

平方メ

ートル 

七十 

平方メ

ートル 

六十 

平方メ

ートル 

二十 

その他の構造の防火対象物

又はその部分 
五十 四十 五十 四十 四十 三十 十五 

四メートル以上

八メートル未満 

主要構造部を耐火構造とし

た防火対象物又はその部分 
四十五 三十五 四十五 三十五 三十五 三十 

その他の構造の防火対象物

又はその部分 
三十 二十五 三十 二十五 二十五 十五 

七 煙感知器（光電式分離型感知器を除く。）は、次に定めるところによること。 
ホ 感知器は、廊下、通路、階段及び傾斜路を除く感知区域ごとに、感知器の種別及び
取付け面の高さに応じて次の表で定める床面積につき一個以上の個数を、火災を
有効に感知するように設けること。

取付け面の高さ 
感知器の種別 

一種及び二種 三種 

四メートル未満 
平方メートル 
百五十 

平方メートル 
五十 

四メートル以上二十メートル未満 七十五 

第１加工棟については、従前天井ボードに取り付けていた自動火災報知設備（感知器）の

耐震補強の観点から天井ボードを撤去して建物の構造材に直接取り付けることとする。天

井ボードを撤去した場合、事業変更許可申請書 P添５別チ-14 の図で天井裏に設置と記載し

ている熱感知器（スポット型）のうち、消防法施行規則第 23 条により、天井高さが 8 m 以

上になる箇所については煙感知器に変更する必要がある。煙感知器は、設置単位の床面積が、

熱感知器より広くなるため、公設消防と協議の上、員数を変えている。熱感知器（分布型）

は、取り付けの耐震補強の観点から煙感知器に変更する。 

本設工認申請で、自動火災報知設備の配置は事業変更許可申請書に示した配置から変更

しているが、事業変更許可申請書に示した基本的な設計方針に変更はない。 
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Ｑ2-32：許可では感知器を１台設置（添付 5-チ-19）しているが、設工認の仕様表では 3台

用いるとしている。変更するのであれば変更理由及び変更しても問題ない根拠を

説明すること。 

 

事業許可申請書 P10 では、万一の火災を早期に感知し報知するための火災感知設備であ

る自動火災報知設備を消防法に基づき設置すると記載している。また、火災感知設備の設置

については、消防法の設置基準に対して裕度のある設計とすることを記載している。また、

P添５別チ-19 の図では第５廃棄物貯蔵棟に熱感知器（スポット型、防爆型）を１つ設置す

ることを示していた。 

 

消防法施行規則 
第二十三条 

４ 自動火災報知設備の感知器の設置は、次に定めるところによらなければならない。 

 三 差動式スポット型、定温式スポット型又は補償式スポット型その他の熱複合式スポット型の感知器

は、次に定めるところによること。 

  ロ 感知器は、感知区域（それぞれ壁又は取付け面から〇・四メートル（差動式分布型感知器又は煙

感知器を設ける場合にあつては〇・六メートル）以上突出したはり等によつて区画された部分を

いう。以下同じ。）ごとに、感知器の種別及び取付け面の高さに応じて次の表で定める床面積（多

信号感知器にあつては、その有する種別に応じて定める床面積のうち最も大きい床面積。第四号

の三及び第七号において同じ。）につき一個以上の個数を、火災を有効に感知するように設けるこ

と。 

 

 

第５廃棄物貯蔵棟は、建物の屋根を鉄筋コンクリート造とするよう見直した結果、天井部

分に 0.4 m 以上突出した梁を 2 ヶ所設けることとなった。消防法施行規則第 23 条により、

天井部分に 0.4 m 以上突出した梁がある場合、感知区域（梁によって区画された部分）ごと

に感知器の設置が求められることから、公設消防と協議の上、3台設置するように変更を行

う。 

火災感知設備の配置、員数は変更となったが、自動火災報知設備を消防法に基づき設置す

るものであり、事業変更許可申請書に示した基本的な設計方針に変更はない。 
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Q2-34 建物の付帯設備について、非常用発電機への接続、バッテリの有無について整理して説明する

こと 

 

A2-34： 

下表に第１加工棟、第５廃棄物貯蔵棟の付帯設備について、非常用発電機との接続、バッテリの有

無について下表にまとめて示す。 

 

建物 設備名 非常用発電機との接続 バッテリ有無 

第１加工棟 非常用照明 

 

あり あり 

 誘導灯 

 

あり あり 

 所内通信連絡設備（放送設備（アン

プ）） 

あり あり 

 所内通信連絡設備（放送設備（スピ

ーカ）） 

あり あり（所内通信連絡設備

（放送設備（アンプ））

から給電） 

 所内通信連絡設備（所内携帯電話

機（PHS アンテナ）） 

なし なし 

 自動火災報知設備（感知器） 

 

あり あり（自動火災報知設備

（受信機）から給電） 

 自動火災報知設備（受信機） 

 

あり あり 

 消火器 

 

なし なし 

 屋外消火栓 なし（＊） 

 

なし 

第５廃棄物貯蔵棟 非常用照明 

 

あり あり 

 誘導灯 

 

あり あり 

 所内通信連絡設備（放送設備（スピ

ーカ）） 

あり あり（所内通信連絡設備

（放送設備（アンプ））

から給電） 

 所内通信連絡設備（所内携帯電話

機（PHS アンテナ）） 

なし なし 

 自動火災報知設備（感知器） 

 

あり あり（自動火災報知設備

（受信機）から給電） 

 消火器 

 

なし なし 

第１加工棟 

（放射線管理施設） 

ガンマ線エリアモニタ（検出器） あり あり 

（＊）屋外消火栓ポンプは非常用発電機と接続する。屋外消火栓ポンプの適合性は次回以降の設工認申請で適合性を

説明する。 
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